
厚生労働部会次第

平成 21 年 11月 6日 (金 )
8時  党本部 7 02号室

【議題】 1、 肝炎対策基本法案 (議員立法)について
2、 新政権の政策の進捗状況について

第 4回 医療関係について

一、開会・進行 加 藤 勝 信 部会長

一、肝炎対策基本法案 (議員立法)について

(説明)大村 秀章 厚生労働委員会筆頭理事

(質疑・応答)

―、新政権の政策の進捗状況について

医療関係について

(説明) 厚生労働省

(質疑・応答 )

一、閉会



肝炎対策基本法案 (概要)

今日、我が国には、肝炎ウイルスに感染し、あるいは肝炎に罹患した者が多数存在

し、肝炎が国内最大の感染症となつている。

肝炎は、適切な治療を行わないまま放置すると慢性化し、肝硬変、肝がんといった

より重篤な疾病に進行するおそれがあることから、これらの者にとって、将来への不安

は計り知れないものがある。

戦後の医療の進歩、医学的知見の積重ね、科学技術の進展により、肝炎の克服に

向けた道筋が開かれてきたが、他方で、現在においても、早期発見や医療へのアクセ

スにはいまだ解決すべき課題が多く、さらには、肝炎ウイルスや肝炎に対する正しい

理解が、国民すべてに定着しているとは言えない。

また、B型肝炎及びC型肝炎にあっては、特定の血液凝固因子製剤にC型肝炎ウイ

ルスが混入することによって不特定多数の者に感染被害を出した薬害肝炎事件及び

集団予防接種の際の注射器の連続使用によつてB型肝炎ウイルスの感染被害を出し

た予防接種禍事件が起き、薬害肝炎事件では、感染被害者の方々に甚大な被害が

生じ、その被害の拡大を防止し得なかつたことについて国が責任を認め、予防接種禍

事件では、最終の司法判断において国の責任が確定している。

このような現状において、肝炎ウイルスの感染者及び肝炎患者の人権を尊重しつ

つ、これらの者に対する良質かつ適切な医療の提供を確保するなど、肝炎の克服に

向けた取組を―層進めていくことが求められている。

ここに、肝炎対策に係る施策について、その基本理念を明らかにするとともに、これ

を総合的に推進するため、この法律を制定する。

1 基本理念
① 肝炎研究を推進し、その成果等を普及・活用・発展させること。

② 居住地域にかかわらず肝炎検査を受けることができるようにすること。

③ 居住地域にかかわらず肝炎医療を受けることができるようにすること。

④ ①から③までの措置を講ずるに当たつては、肝炎患者等であることを理由に差

別されないように配慮するものとすること。

2 責務
国、地方公共団体、医療保険者、国民及び医師等の責務を規定すること。

3 肝炎対策基本指針
厚生労働大臣は、肝炎対策の総合的な推進を図るため、肝炎の予防及び医療の推

進の基本的方向等について定める肝炎対策基本指針を策定すること。

‐
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4 国及び地方公共団体が講ずる基本的施策
予  防
・肝炎予防に関する啓発及び知識の普及その他肝炎予防の推進のため必要な施策を

講ずること。

・肝炎検査の質の向上を図るために必要な施策を講ずるとともに、肝炎検査に関す

る普及啓発等を行うこと。

・肝炎医療に係る専門知識・技能を有する医師等の育成を図ること。

・専門的な肝炎医療の提供等を行う医療機関の整備を図ること。

・肝炎患者に係る経済的負担を軽減するために必要な施策を講ずること。
~

・肝炎患者の医療を受ける機会の確保及び療養生活の質の維持向上のために必要な

施策を講ずること。

・肝炎に関する研究の促進及びその成果の活用のために必要な施策を講ずること。

・肝炎医療に係る医薬品等の治験の迅速化と、肝炎医療に係る臨床研究の円滑な実

施のための環境整備を図ること。

5 肝炎対策推進協議会
肝炎対策基本指針の策定又は変更に当たつて意見を述べる機関として、肝炎対策

推進協議会を厚生労働省に置 くこと。

6 肝硬変及び肝がんに関する施策の実施等
・肝硬変及び肝がんに関 し、医薬品等の治験の迅速化と、治療水準の向上のための

環境整備を図ること。

・肝炎から進行 した肝硬変及び肝がんの患者に対する支援の在 り方については、医

療に関する状況を勘案 し、今後必要に応 じ、検討が加えられるものとすることざ

7 施行期日
この法律は、平成 22年 1月 1日 から施行すること。

-2-



肝
炎
対
策
基
本
法
案
　
新
旧
対
照
表

○
厚
生
労
働
省
設
置
法

（平
成
十

一
年
法
律
第
九
十
七
号
）
（抄
）
（附
則
第
二
条
関
係
）

（所
掌
事
務
）

第
四
条
　
厚
生
労
働
省
は
、
前
条
の
任
務
を
達
成
す
る
た
め
、
次
に
掲
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る
事
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を

つ
か
さ
ど
る
。
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独
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賃
金
審
議
会
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線
部
分
は
改
正
部
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（所
掌
事
務
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第
四
条
　
厚
生
労
働
省
は
、
前
条

の
任
務
を
達
成
す
る
た
め
、
次
に
掲
げ
る
事

務
を

つ
か
さ
ど
る
。

一
～
十
七
の
二

　

（略
）

十
人
～
百
十

一

２
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）

（設
置
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第
六
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（略
）
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２
　
前
項
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
別
に
法
律
で
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
厚
生

労
働
省
に
置
か
れ
る
審
議
会
等
で
本
省
に
置
か
れ
る
も
の
は
、
次
の
と
お
り

と
す
る
。

独
立
行
政
法
人
評
価
委
員
会
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ん
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推
進
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審
議
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療
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ｄ
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パ
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司
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バ
ン
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命
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含
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会
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設
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肝
炎
対
策
基
本
法
案
要
綱

今
日
、
我
が
国
に
は
、
肝
炎
ウ
イ
ル
ス
に
感
染
し
、
あ
る
い
は
肝
炎
に
罹
患
し
た
者
が
多
数
存
在
し
、
肝
炎
が
国
内
最
大
の

感
染
症
と
な
っ
て
い
る
。

肝
炎
は
、
適
切
な
治
療
を
行
わ
な
い
ま
ま
放
置
す
る
と
慢
性
化
し
、
肝
硬
変
、
肝
が
ん
と
い
つ
た
よ
り
重
篤
な
疾
病
に
進
行

す
る
お
そ
れ
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
こ
れ
ら
の
者
に
と
つ
て
、
将
来

へ
の
不
安
は
計
り
知
れ
な
い
も
の
が
あ
る
。

戦
後
の
医
療
の
進
歩
、
医
学
的
知
見
の
積
重
ね
、
科
学
技
術
の
進
展
に
よ
り
、
肝
炎
の
克
服
に
向
け
た
道
筋
が
開
か
れ
て
き

た
が
、
他
方
で
、
現
在
に
お
い
て
も
、
早
期
発
見
や
医
療

へ
の
ア
ク
セ
ス
に
は
い
ま
だ
解
決
す
べ
き
課
題
が
多
く
、
さ
ら
に
は
、

肝
炎
ウ
イ
ル
ス
や
肝
炎
に
対
す
る
正
し
い
理
解
が
、
国
民
す
べ
て
に
定
着
し
て
い
る
と
は
言
え
な
い
。

ま
た
、
Ｂ
型
肝
炎
及
び
Ｃ
型
肝
炎
に
あ
っ
て
は
、
特
定
の
血
液
凝
固
因
子
製
剤
に
Ｃ
型
肝
炎
ウ
イ
ル
ス
が
混
入
す
る
こ
と
に

よ
っ
て
不
特
定
多
数
の
者
に
感
染
被
害
を
出
し
た
薬
害
肝
炎
事
件
及
び
集
団
予
防
接
種
の
際
の
注
射
器
の
連
続
使
用
に
よ
つ
て

Ｂ
型
肝
炎
ウ
イ
ル
ス
の
感
染
被
害
を
出
し
た
予
防
接
種
禍
事
件
が
起
き
、
薬
害
肝
炎
事
件
で
は
、
感
染
被
害
者
の
方
々
に
甚
大

な
被
害
が
生
じ
、
そ
の
被
害
の
拡
大
を
防
止
し
得
な
か
つ
た
こ
と
に
つ
い
て
国
が
責
任
を
認
め
、
予
防
接
種
禍
事
件
で
は
、
最

終
の
司
法
判
断
に
お
い
て
国
の
責
任
が
確
定
し
て
い
る
。
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二

こ
の
よ
う
な
現
状
に
お
い
て
、
肝
炎
ウ
イ
ル
ス
の
感
染
者
及
び
肝
炎
患
者
の
人
権
を
尊
重
し
つ
つ
、
こ
れ
ら
の
者
に
対
す
る

良
質
か
つ
適
切
な
医
療
の
提
供
を
確
保
す
る
な
ど
、
肝
炎
の
克
服
に
向
け
た
取
組
を

一
層
進
め
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い

フハフ。こ
こ
に
、
肝
炎
対
策
に
係
る
施
策
に
つ
い
て
、
そ
の
基
本
理
念
を
明
ら
か
に
す
る
と
と
も
に
、
こ
れ
を
総
合
的
に
推
進
す
る

た
め
、
こ
の
法
律
を
制
定
す
る
。

第

一　
総
則

一　
目
的

こ
の
法
律
は
、
肝
炎
対
策
に
関
し
、
基
本
理
念
を
定
め
、
国
、
地
方
公
共
団
体
、
医
療
保
険
者
、
国
民
及
び
医
師
等
の

責
務
を
明
ら
か
に
し
、
並
び
に
肝
炎
対
策
の
推
進
に
関
す
る
指
針
の
策
定
に
つ
い
て
定
め
る
と
と
も
に
、
肝
炎
対
策
の
基

本
と
な
る
事
項
を
定
め
る
こ
と
に
よ
り
、
肝
炎
対
策
を
総
合
的
に
推
進
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
こ
と
。

（第

一
条
関
係
）

一
一　
基
本
理
念

肝
炎
対
策
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
基
本
理
念
と
し
て
行
わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
。

（第
二
条
関
係
）

①
　
肝
炎
に
関
す
る
専
門
的
、
学
際
的
又
は
総
合
的
な
研
究
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
肝
炎
の
予
防
、
診
断
、
治
療
等
に



係
る
技
術
の
向
上
そ
の
他
の
研
究
等
の
成
果
を
普
及
し
、
活
用
し
、
及
び
発
展
さ
せ
る
こ
と
。

②
　
何
人
も
そ
の
居
住
す
る
地
域
に
か
か
わ
ら
ず
等
し
く
肝
炎
検
査
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
。

③
　
肝
炎
ウ
イ
ル
ス
の
感
染
者
及
び
肝
炎
患
者

（以
下

「肝
炎
患
者
等
」
と
い
う
。
）
が
そ
の
居
住
す
る
地
域
に
か
か
わ

ら
ず
等
し
く
適
切
な
肝
炎
医
療
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
。

④
　
①
か
ら
③
ま
で
に
係
る
施
策
を
実
施
す
る
に
当
た
つ
て
は
「
肝
炎
患
者
等
の
人
権
が
尊
重
さ
れ
、
肝
炎
患
者
等
で
あ

る
こ
と
を
理
由
に
差
別
さ
れ
な
い
よ
う
に
配
慮
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

〓
一　
国
の
責
務

国
は
、
二
の
基
本
理
念

（四
に
お
い
て

「基
本
理
念
」
と
い
う
。
）
に
の
つ
と
り
、
肝
炎
対
策
を
総
合
的
に
策
定
し
、

及
び
実
施
す
る
責
務
を
有
す
る
こ
と
。

（第
二
条
関
係
）

四
　
地
方
公
共
団
体
の
責
務

地
方
公
共
団
体
は
、
基
本
理
念
に
の
っ
と
り
、
肝
炎
対
策
に
関
し
、
国
と
の
連
携
を
図
り
つ
つ
、
そ
の
地
域
の
特
性
に

応
じ
た
施
策
を
策
定
し
、
及
び
実
施
す
る
責
務
を
有
す
る
こ
と
。

（第
四
条
関
係
）

五
　
医
療
保
険
者
の
責
務
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四

医
療
保
険
者
は
、
国
及
び
地
方
公
共
団
体
が
講
ず
る
肝
炎
の
予
防
に
関
す
る
啓
発
及
び
知
識
の
普
及
、
肝
炎
検
査
に
関

す
る
普
及
啓
発
等
の
施
策
に
協
力
す
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
。

（第
五
条
関
係
）

エハ
　
国
民
の
責
務

国
民
は
、
肝
炎
に
関
す
る
正
し
い
知
識
を
持
ち
、
肝
炎
患
者
等
が
肝
炎
患
者
等
で
あ
る
こ
と
を
理
由
に
差
別
さ
れ
な
い

よ
う
に
配
慮
す
る
と
と
も
に
、
肝
炎
の
予
防
に
必
要
な
注
意
を
払
う
よ
う
努
め
、
必
要
に
応
じ
、
肝
炎
検
査
を
受
け
る
よ

う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
。

（第
六
条
関
係
）

七
　
医
師
等
の
責
務

医
師
そ
の
他
の
医
療
関
係
者
は
、
国
及
び
地
方
公
共
団
体
が
講
ず
る
肝
炎
対
策
に
協
力
し
、
肝
炎
の
予
防
に
寄
与
す
る

よ
う
努
め
る
と
と
も
に
、
肝
炎
患
者
等
の
置
か
れ
て
い
る
状
況
を
深
く
認
識
し
、
良
質
か
つ
適
切
な
肝
炎
医
療
を
行
う
よ

う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
。

（第
七
条
関
係
）

人
　
法
制
上
の
措
置
等

政
府
は
、
肝
炎
対
策
を
実
施
す
る
た
め
必
要
な
法
制
上
又
は
財
政
上
の
措
置
そ
の
他
の
措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら
な

い
こ
と
。

（第
人
条
関
係
）



第
二
　
肝
炎
対
策
基
本
指
針

一　

厚
生
労
働
大
臣
は
い
肝
炎
対
策
の
総
合
的
な
推
進
を
図
る
た
め
、
肝
炎
対
策
の
推
進
に
関
す
る
基
本
的
な
指
針

（以
下

「肝
炎
対
策
基
本
指
針
」
と
い
う
。
）
を
策
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
。

（第
九
条
第

一
項
関
係
）

肝
炎
対
策
基
本
指
針
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
定
め
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

（第
九
条
第
二
項
関
係
）

肝
炎
の
予
防
及
び
肝
炎
医
療
の
推
進
の
基
本
的
な
方
向

肝
炎
の
予
防
の
た
め
の
施
策
に
関
す
る
事
項

肝
炎
検
査
の
実
施
体
制
及
び
検
査
能
力
の
向
上
に
関
す
る
事
項

肝
炎
医
療
を
提
供
す
る
体
制
の
確
保
に
関
す
る
事
項

肝
炎
の
予
防
及
び
肝
炎
医
療
に
関
す
る
人
材
の
育
成
に
関
す
る
事
項

肝
炎
に
関
す
る
調
査
及
び
研
究
に
関
す
る
事
項

肝
炎
医
療
の
た
め
の
医
薬
品
の
研
究
開
発
の
推
進
に
関
す
る
事
項

肝
炎
に
関
す
る
啓
発
及
び
知
識
の
普
及
並
び
に
肝
炎
患
者
等
の
人
権
の
尊
重
に
関
す
る
事
項

そ
の
他
肝
炎
対
策
の
推
進
に
関
す
る
重
要
事
項

五

⑨ ③ ⑦ ⑥ ⑤ ④ ③ ② ①



エハ

〓
一　
厚
生
労
働
大
臣
は
、
肝
炎
対
策
基
本
指
針
を
策
定
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
関
係
行
政
機
関
の
長
に
協

議
す
る
と
と
も
に
、
肝
炎
対
策
推
進
協
議
会
の
意
見
を
聴
く
も
の
と
す
る
こ
と
。

（第
九
条
第
二
項
関
係
）

四
　
厚
生
労
働
大
臣
は
、
肝
炎
対
策
基
本
指
針
を
策
定
し
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
こ
れ
を
イ
ン
タ
ー
ネ

ッ
■
の
利
用
そ
の

他
適
切
な
方
法
に
よ
り
公
表
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
。

（第
九
条
第
四
項
関
係
）

五
　
厚
生
労
働
大
臣
は
、
肝
炎
医
療
に
関
す
る
状
況
の
変
化
を
勘
案
し
、
及
び
肝
炎
対
策
の
効
果
に
関
す
る
評
価
を
踏
ま
え
、

少
な
く
と
も
五
年
ご
と
に
、
肝
炎
対
策
基
本
指
針
に
検
討
を
加
え
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
に
は
、
こ
れ
を
変
更
し

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
こ
と
。

（第
九
条
第
五
項
関
係
）

エハ
　
厚
生
労
働
大
臣
は
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
関
係
行
政
機
関
の
長
に
対
し
て
、
肝
炎
対
策
基
本
指
針
の
策
定

の
た
め
の
資
料
の
提
出
又
は
肝
炎
対
策
基
本
指
針
に
お
い
て
定
め
ら
れ
た
施
策
で
あ
っ
て
当
該
行
政
機
関
の
所
管
に
係
る

も
の
の
実
施
に
つ
い
て
、
必
要
な
要
請
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
。

（第
十
条
関
係
）

第
二
　
基
本
的
施
策

一　
肝
炎
の
予
防
及
び
早
期
発
見
の
推
進

１
　
肝
炎
の
予
防
の
推
進



国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
肝
炎
の
予
防
に
関
す
る
啓
発
及
び
知
識
の
普
及
そ
の
他
の
肝
炎
の
予
防
の
推
進
の
た
め

に
必
要
な
施
策
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

（第
十

一
条
関
係
）

肝
炎
検
査
の
質
の
向
上
等

国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
肝
炎
の
早
期
発
見
に
資
す
る
よ
う
、
肝
炎
検
査
の
方
法
等
の
検
討
、
肝
炎
検
査
の
事
業

評
価
の
実
施
、
肝
炎
検
査
に
携
わ
る
医
療
従
事
者
に
対
す
る
研
修
の
機
会
の
確
保
そ
の
他
の
肝
炎
検
査
の
質
の
向
上
等

を
図
る
た
め
に
必
要
な
施
策
を
講
ず
る
と
と
も
に
、
肝
炎
検
査
の
受
検
率
の
向
上
に
資
す
る
よ
う
、
肝
炎
検
査
に
関
す

る
普
及
啓
発
そ
の
他
必
要
な
施
策
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

（第
十
二
条
関
係
）

一
一　
肝
炎
医
療
の
均
て
ん
化
の
促
進
等

１
　
専
門
的
な
知
識
及
び
技
能
を
有
す
る
医
師
そ
の
他
の
医
療
従
事
者
の
育
成

ひ

国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
イ
ン
タ
ー
フ
エ
ロ
ン
治
療
等
の
抗
ウ
イ
ル
ス
療
法
、
肝
庇
護
療
法
そ
の
他
の
肝
炎
医
療
に

携
わ
る
専
門
的
な
知
識
及
び
技
能
を
有
す
る
医
師
そ
の
他
の
医
療
従
事
者
の
育
成
を
図
る
た
め
に
必
要
な
施
策
を
講
ず
る

も
の
と
す
る
こ
と
。

（第
十
三
条
関
係
）

２
　
医
療
機
関
の
整
備
等

七



―
、
ノ

①
　
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
肝
炎
患
者
等
が
そ
の
居
住
す
る
地
域
に
か
か
わ
ら
ず
等
し
く
そ
の
状
態
に
応
じ
た
適

切
な
肝
炎
医
療
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
専
門
的
な
肝
炎
医
療
の
提
供
等
を
行
う
医
療
機
関
の
整
備
を
図
る

た
め
に
必
要
な
施
策
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

（第
十
四
条
第

一
項
関
係
）

②
　
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
肝
炎
患
者
等
に
対
し
適
切
な
肝
炎
医
療
が
提
供
さ
れ
る
よ
う
、
①
の
医
療
機
関
そ
の

他
の
医
療
機
関
の
間
に
お
け
る
連
携
協
力
体
制
の
整
備
を
図
る
た
め
に
必
要
な
施
策
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

（第
十
四
条
第
二
項
関
係
）

３
　
肝
炎
患
者
の
療
養
に
係
る
経
済
的
支
援

国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
肝
炎
患
者
が
必
要
に
応
じ
適
切
な
肝
炎
医
療
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
肝
炎
患

者
に
係
る
経
済
的
な
負
担
を
軽
減
す
る
た
め
に
必
要
な
施
策
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

（第
十
五
条
関
係
）

４
　
肝
炎
医
療
を
受
け
る
機
会
の
確
保
等

国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
肝
炎
患
者
が
肝
炎
医
療
を
受
け
る
に
当
た
っ
て
入
院
、
通
院
等
に
支
障
が
な
い
よ
う
医

療
機
関
、
肝
炎
患
者
を
雇
用
す
る
者
そ
の
他
の
関
係
す
る
者
間
の
連
携
協
力
体
制
を
確
保
す
る
こ
と
そ
の
他
の
肝
炎
患

者
が
肝
炎
医
療
を
受
け
る
機
会
の
確
保
の
た
め
に
必
要
な
施
策
を
講
ず
る
と
と
も
に
、
医
療
従
事
者
に
対
す
る
肝
炎
患



者
の
療
養
生
活
の
質
の
維
持
向
上
に
関
す
る
研
修
の
機
会
を
確
保
す
る
こ
と
そ
の
他
の
肝
炎
患
者
の
療
養
生
活
の
質
の

維
持
向
上
の
た
め
に
必
要
な
施
策
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

（第
十
六
条
関
係
）

５
　
肝
炎
医
療
に
関
す
る
情
報
の
収
集
提
供
体
制
の
整
備
等

国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
肝
炎
医
療
に
関
す
る
情
報
の
収
集
及
び
提
供
を
行
う
体
制
を
整
備
す
る
た
め
に
必
要
な

施
策
を
講
ず
る
と
と
も
に
、
肝
炎
患
者
等
、
そ
の
家
族
及
び
こ
れ
ら
の
者
の
関
係
者
に
対
す
る
相
談
支
援
等
を
推
進
す

る
た
め
に
必
要
な
施
策
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

（第
十
七
条
関
係
）

〓
一　
研
究
の
推
進
等

１
　
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
革
新
的
な
肝
炎
の
予
防
、
診
断
及
び
治
療
に
関
す
る
方
法
の
開
発
そ
の
他
の
肝
炎
の
罹

患
率
及
び
肝
炎
に
起
因
す
る
死
亡
率
の
低
下
に
資
す
る
事
項
に
つ
い
て
の
研
究
が
促
進
さ
れ
、
並
び
に
そ
の
成
果
が
活

用
さ
れ
る
よ
う
必
要
な
施
策
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

（第
十
八
条
第

一
項
関
係
）

２
　
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
肝
炎
医
療
を
行
う
上
で
特
に
必
要
性
が
高
い
医
薬
品
及
び
医
療
機
器
の
早
期
の
薬
事
法

の
規
定
に
よ
る
製
造
販
売
の
承
認
に
資
す
る
よ
う
そ
の
治
験
が
迅
速
か
つ
確
実
に
行
わ
れ
、
並
び
に
肝
炎
医
療
に
係
る

標
準
的
な
治
療
方
法
の
開
発
に
係
る
臨
床
研
究
が
円
滑
に
行
わ
れ
る
環
境
の
整
備
の
た
め
に
必
要
な
施
策
を
講
ず
る
も

′　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
九



一
〇

の
と
す
る
こ
と
。

（第
十
人
条
第
二
項
関
係
）

第
四
　
肝
炎
対
策
推
進
協
議
会

一　

厚
生
労
働
省
に
、
肝
炎
対
策
基
本
指
針
に
関
し
、
第
二
の
二
の
事
項
を
処
理
す
る
た
め
、
肝
炎
対
策
推
進
協
議
会

（以

下

「協
議
会
」
と
い
う
。
）
を
置
く
こ
と
。

（第
十
九
条
関
係
）

一
一　
協
議
会
は
、
委
員
二
十
人
以
内
で
組
織
す
る
こ
と
。

（第
二
十
条
第

一
項
関
係
）

〓
一　
協
議
会
の
委
員
は
、
肝
炎
患
者
等
及
び
そ
の
家
族
又
は
遺
族
を
代
表
す
る
者
、
肝
炎
医
療
に
従
事
す
る
者
並
び
に
学
識

経
験
の
あ
る
者
の
う
ち
か
ら
、
厚
生
労
働
大
臣
が
任
命
す
る
こ
と
。

（第
二
十
条
第
二
項
関
係
）

四
　
協
議
会
の
委
員
は
、
非
常
勤
と
す
る
こ
と
。

（第
二
十
条
第
二
項
関
係
）

五
　
二
か
ら
四
ま
で
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
協
議
会
の
組
織
及
び
運
営
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
政
令
で
定
め
る
こ
と
。

（第
二
十
条
第
四
項
関
係
）

第
五
　
施
行
期
日
等

一　
施
行
期
日

こ
の
法
律
は
、
平
成
二
十
二
年

一
月

一
日
か
ら
施
行
す
る
こ
と
。

（附
則
第

一
条
関
係
）



一
一　
肝
硬
変
及
び
肝
が
ん
に
関
す
る
施
策
の
実
施
等

１
　
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
肝
硬
変
及
び
肝
が
ん
に
関
し
、
そ
の
治
療
を
行
う
上
で
特
に
必
要
性
が
高
い
医
薬
品
及

び
医
療
機
器
の
早
期
の
薬
事
法
の
規
定
に
よ
る
製
造
販
売
の
承
認
に
資
す
る
よ
う
そ
の
治
験
が
迅
速
か
つ
確
実
に
行
わ

れ
、
並
び
に
新
た
な
治
療
方
法
の
研
究
開
発
の
促
進
そ
の
他
治
療
水
準
の
向
上
が
図
ら
れ
る
た
め
の
環
境
の
整
備
の
た

め
に
必
要
な
施
策
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

（附
則
第
二
条
第

一
項
関
係
）

２
　
肝
炎
か
ら
進
行
し
た
肝
硬
変
及
び
肝
が
ん
の
患
者
に
対
す
る
支
援
の
在
り
方
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ら
の
患
者
に
対
す

る
医
療
に
関
す
る
状
況
を
勘
案
し
、
今
後
必
要
に
応
じ
、
検
討
が
加
え
ら
れ
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

（附
則
第
二
条
第

二
項
関
係
）

〓
一　
そ
の
他

そ
の
他
所
要
の
規
定
を
整
備
す
る
こ
と
。



肝
炎
対
策
基
本
法
案

目
次前

文
第

一
章
　
総
則

（第

一
条
―
第
人
条
）

第
二
章
　
肝
炎
対
策
基
本
指
針

（第
九
条

・
第
十
条
）

第
二
章
　
基
本
的
施
策

第

一
節
　
肝
炎
の
予
防
及
び
早
期
発
見
の
推
進

（第
十

一
条

・
第
十
二
条
）

第
二
節
　
肝
炎
医
療
の
均
て
ん
化
の
促
進
等

（第
十
二
条
―
第
十
七
条
）

第
二
節
　
研
究
の
推
進
等

（第
十
人
条
）

第
四
章
　
肝
炎
対
策
推
進
協
議
会

（第
十
九
条

・
第
二
十
条
）

附
則

今
日
、
我
が
国
に
は
、
肝
炎
ウ
イ
ル
ス
に
感
染
し
、
あ
る
い
は
肝
炎
に
罹
患
し
た
者
が
多
数
存
在
し
、

感
染
症
と
な

っ
て
い
る
。

肝
炎
が
国
内
最
大
の



二

肝
炎
は
、
適
切
な
治
療
を
行
わ
な
い
ま
ま
放
置
す
る
と
慢
性
化
し
、
肝
硬
変
、
肝
が
ん
と
い
つ
た
よ
り
重
篤
な
疾
病
に
進
行

す
る
お
そ
れ
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
こ
れ
ら
の
者
に
と
っ
て
、
将
来

へ
の
不
安
は
計
り
知
れ
な
い
も
の
が
あ
る
。

戦
後
の
医
療
の
進
歩
、
医
学
的
知
見
の
積
重
ね
、
科
学
技
術
の
進
展
に
よ
り
、
肝
炎
の
克
服
に
向
け
た
道
筋
が
開
か
れ
て
き

た
が
、
他
方
で
、
現
在
に
お
い
て
も
、
早
期
発
見
や
医
療

へ
の
ア
ク
セ
ス
に
は
い
ま
だ
解
決
す
べ
き
課
題
が
多
く
、
さ
ら
に
は
、

肝
炎
ウ
イ
ル
ス
や
肝
炎
に
対
す
る
正
し
い
理
解
が
、
国
民
す
べ
て
に
定
着
し
て
い
る
と
は
言
え
な
い
。

ま
た
、
Ｂ
型
肝
炎
及
び
Ｃ
型
肝
炎
に
あ
つ
て
は
、
特
定
の
血
液
凝
固
因
子
製
剤
に
Ｃ
型
肝
炎
ウ
イ
ル
ス
が
混
入
す
る
こ
と
に

よ
っ
て
不
特
定
多
数
の
者
に
感
染
被
害
を
出
し
た
薬
害
肝
炎
事
件
及
び
集
団
予
防
接
種
の
際
の
注
射
器
の
連
続
使
用
に
よ
っ
て

Ｂ
型
肝
炎
ウ
イ
ル
ス
の
感
染
被
害
を
出
し
た
予
防
接
種
禍
事
件
が
起
き
、
薬
害
肝
炎
事
件
で
は
、
感
染
被
害
者
の
方
々
に
甚
大

な
被
害
が
生
じ
、
そ
の
被
害
の
拡
大
を
防
止
し
得
な
か
っ
た
こ
と
に
つ
い
て
国
が
責
任
を
認
め
、
予
防
接
種
禍
事
件
で
は
、
最

終
の
司
法
判
断
に
お
い
て
国
の
責
任
が
確
定
し
て
い
る
。

こ
の
よ
う
な
現
状
に
お
い
て
、
肝
炎
ウ
イ
ル
ス
の
感
染
者
及
び
肝
炎
患
者
の
人
権
を
尊
重
し
つ
つ
、
こ
れ
ら
の
者
に
対
す
る

良
質
か
つ
適
切
な
医
療
の
提
供
を
確
保
す
る
な
ど
、
肝
炎
の
克
服
に
向
け
た
取
組
を

一
層
進
め
て
い
く
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い

２つ
。



こ
こ
に
、
肝
炎
対
策
に
係
る
施
策
に
つ
い
て
、
そ
の
基
本
理
念
を
明
ら
か
に
す
る
と
と
も
に
、
こ
れ
を
総
合
的
に
推
進
す
る

た
め
、
こ
の
法
律
を
制
定
す
る
。

第

一
章
　
総
則

（目
的
）

第

一
条
　
こ
の
法
律
は
、
肝
炎
対
策
に
関
し
、
基
本
理
念
を
定
め
、
国
、
地
方
公
共
団
体
、
医
療
保
険
者
、
国
民
及
び
医
師
等

の
責
務
を
明
ら
か
に
し
、
並
び
に
肝
炎
対
策
の
推
進
に
関
す
る
指
針
の
策
定
に
つ
い
て
定
め
る
と
と
も
に
、
肝
炎
対
策
の
基

本
と
な
る
事
項
を
定
め
る
こ
と
に
よ
り
、
肝
炎
対
策
を
総
合
的
に
推
進
す
る
こ
と
を
目
的
と
す
る
。

（基
本
理
念
）

第
二
条
　
肝
炎
対
策
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
を
基
本
理
念
と
し
て
行
わ
れ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

一　

肝
炎
に
関
す
る
専
門
的
、
学
際
的
又
は
総
合
的
な
研
究
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
肝
炎
の
予
防
、
診
断
、
治
療
等
に
係

る
技
術
の
向
上
そ
の
他
の
研
究
等
の
成
果
を
普
及
し
、
活
用
し
、
及
び
発
展
さ
せ
る
こ
と
。

二
　
何
人
も
そ
の
居
住
す
る
地
域
に
か
か
わ
ら
ず
等
し
く
肝
炎
に
係
る
検
査

（以
下

「肝
炎
検
査
」
と
い
う
。
）
を
受
け
る

こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
。

三



四

〓
一　
肝
炎
ウ
イ
ル
ス
の
感
染
者
及
び
肝
炎
患
者

（以
下

「肝
炎
患
者
等
」
と
い
う
。
）
が
そ
の
居
住
す
る
地
域
に
か
か
わ
ら

ず
等
し
く
適
切
な
肝
炎
に
係
る
医
療

（以
下

「肝
炎
医
療
」
と
い
う
。
）
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
に
す
る
こ
と
。

四
　
ユ型
二
号
に
係
る
施
策
を
実
施
す
る
に
当
た

っ
て
は
、
肝
炎
患
者
等
の
人
権
が
尊
重
さ
れ
、
肝
炎
患
者
等
で
あ
る
こ
と
を

理
由
に
差
別
さ
れ
な
い
よ
う
に
配
慮
す
る
も
の
と
す
る
こ
と
。

（国
の
責
務
）

第
二
条
　
国
は
、
前
条
の
基
本
理
念

（次
条
に
お
い
て

「基
本
理
念
」
と
い
う
。
）
に
の
つ
と
り
、
肝
炎
対
策
を
総
合
的
に
策

定
し
、
及
び
実
施
す
る
責
務
を
有
す
る
。

（地
方
公
共
団
体
の
責
務
）

第
四
条
　
地
方
公
共
団
体
は
、
基
本
理
念
に
の
っ
と
り
、
肝
炎
対
策
に
関
し
、
国
と
の
連
携
を
図
り

つ
つ
、
そ
の
地
域

の
特
性

に
応
じ
た
施
策
を
策
定
し
、
及
び
実
施
す
る
責
務
を
有
す
る
。

（医
療
保
険
者

の
責
務
）

第
五
条
　
医
療
保
険
者

（介
護
保
険
法

（平
成
九
年
法
律
第
百
二
十
三
号
）
第
七
条
第
七
項
に
規
定
す
る
医
療
保
険
者
を

い
う
。
）

は
、
国
及
び
地
方
公
共
団
体
が
講
ず
る
肝
炎

の
予
防
に
関
す
る
啓
発
及
び
知
識
の
普
及
、
肝
炎
検
査
に
関
す
る
普
及
啓
発
等



の
施
策
に
協
力
す
る
よ
う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（国
民
の
責
務
）　
　
　
　
　
　
　
　
．

第
六
条
　
国
民
は
、
肝
炎
に
関
す
る
正
し
い
知
識
を
持
ち
、
肝
炎
患
者
等
が
肝
炎
患
者
等
で
あ
る
こ
と
を
理
由
に
差
別
さ
れ
な

い
よ
う
に
配
慮
す
る
と
と
も
に
、
肝
炎
の
予
防
に
必
要
な
注
意
を
払
う
よ
う
努
め
、
必
要
に
応
じ
、
肝
炎
検
査
を
受
け
る
よ

う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（医
師
等
の
責
務
）

第
七
条
　
医
師
そ
の
他
の
医
療
関
係
者
は
、
国
及
び
地
方
公
共
団
体
が
講
ず
る
肝
炎
対
策
に
協
力
し
、
肝
炎
の
予
防
に
寄
与
す

る
よ
う
努
め
る
と
と
も
に
、
肝
炎
患
者
等
の
置
か
れ
て
い
る
状
況
を
深
く
認
識
し
、
良
質
か
つ
適
切
な
肝
炎
医
療
を
行
う
よ

う
努
め
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

（法
制
上
の
措
置
等
）

第
人
条
　
政
府
は
、
肝
炎
対
策
を
実
施
す
る
た
め
必
要
な
法
制
上
又
は
財
政
上
の
措
置
そ
の
他
の
措
置
を
講
じ
な
け
れ
ば
な
ら

な
い
。
　
　
　
　
　
　
・

第
二
章
　
肝
炎
対
策
基
本
指
針

五



エハ

（肝
炎
対
策
基
本
指
針
の
策
定
等
）

第
九
条
　
厚
生
労
働
大
臣
は
、
肝
炎
対
策
の
総
合
的
な
推
進
を
図
る
た
め
、
肝
炎
対
策
の
推
進
に
関
す
る
基
本
的
な
指
針

（以

下

「肝
炎
対
策
基
本
指
針
」
と
い
う
。
）
を
策
定
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

２
　
肝
炎
対
策
基
本
指
針
は
、
次
に
掲
げ
る
事
項
に
つ
い
て
定
め
る
も
の
と
す
る
。

一　
肝
炎
の
予
防
及
び
肝
炎
医
療
の
推
進
の
基
本
的
な
方
向

一
一　
肝
炎
の
予
防
の
た
め
の
施
策
に
関
す
る
事
項

〓
一　
肝
炎
検
査
の
実
施
体
制
及
び
検
査
能
力
の
向
上
に
関
す
る
事
項

肝
炎
医
療
を
提
供
す
る
体
制
の
確
保
に
関
す
る
事
項

肝
炎
の
予
防
及
び
肝
炎
医
療
に
関
す
る
人
材
の
育
成
に
関
す
る
事
項

肝
炎
に
関
す
る
調
査
及
び
研
究
に
関
す
る
事
項

肝
炎
医
療
の
た
め
の
医
薬
品
の
研
究
開
発
の
推
進
に
関
す
る
事
項

肝
炎
に
関
す
る
啓
発
及
び
知
識
の
普
及
並
び
に
肝
炎
患
者
等
の
人
権
の
尊
重
に
関
す
る
事
項

そ
の
他
肝
炎
対
策
の
推
進
に
関
す
る
重
要
事
項

九 人 七 六 五 四



３
　
厚
生
労
働
大
臣
は
、
肝
炎
対
策
基
本
指
針
を
策
定
し
よ
う
と
す
る
と
き
は
、
あ
ら
か
じ
め
、
関
係
行
政
機
関
の
長
に
協
議

す
る
と
と
も
に
、
肝
炎
対
策
推
進
協
議
会
の
意
見
を
聴
く
も
の
と
す
る
。

４
　
厚
生
労
働
大
臣
は
、
肝
炎
対
策
基
本
指
針
を
策
定
し
た
と
き
は
、
遅
滞
な
く
、
こ
れ
を
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
の
利
用
そ
の
他

適
切
な
方
法
に
よ
り
公
表
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

５
　
厚
生
労
働
大
臣
は
、
肝
炎
医
療
に
関
す
る
状
況
の
変
化
を
勘
案
し
、
及
び
肝
炎
対
策
の
効
果
に
関
す
る
評
価
を
踏
ま
え
、

少
な
く
と
も
五
年
ご
と
に
、
肝
炎
対
策
基
本
指
針
に
検
討
を
加
え
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
に
は
、
こ
れ
を
変
更
し
な

け
れ
ば
な
ら
な
い
。

６
　
第
二
項
及
び
第
四
項
の
規
定
は
、
肝
炎
対
策
基
本
指
針
の
変
更
に
つ
い
て
準
用
す
る
。

（関
係
行
政
機
関

へ
の
要
請
）

第
十
条
　
厚
生
労
働
大
臣
は
、
必
要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
関
係
行
政
機
関
の
長
に
対
し
て
、
肝
炎
対
策
基
本
指
針
の
策

定
の
た
め
の
資
料
の
提
出
又
は
肝
炎
対
策
基
本
指
針
に
お
い
て
定
め
ら
れ
た
施
策
で
あ
っ
て
当
該
行
政
機
関
の
所
管
に
係
る

も
の
の
実
施
に
つ
い
て
、
必
要
な
要
請
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

第
二
章
　
基
本
的
施
策

七



―

、

１

ノ

第

一
節
　
肝
炎
の
予
防
及
び
早
期
発
見
の
推
進

（肝
炎
の
予
防
の
推
進
）

第
十

一
条
　
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
肝
炎
の
予
防
に
関
す
る
啓
発
及
び
知
識
の
普
及
そ
の
他
の
肝
炎
の
予
防
の
推
進
の
た

め
に
必
要
な
施
策
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

（肝
炎
検
査
の
質
の
向
上
等
）

第
十
二
条
　
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
肝
炎
の
早
期
発
見
に
資
す
る
よ
う
、
肝
炎
検
査
の
方
法
等
の
検
討
、
肝
炎
検
査
の
事

業
評
価
の
実
施
、
肝
炎
検
査
に
携
わ
る
医
療
従
事
者
に
対
す
る
研
修
の
機
会
の
確
保
そ
の
他
の
肝
炎
検
査
の
質
の
向
上
等
を

図
る
た
め
に
必
要
な
施
策
を
講
ず
る
と
と
も
に
、
肝
炎
検
査
の
受
検
率
の
向
上
に
資
す
る
よ
う
、
肝
炎
検
査
に
関
す
る
普
及

啓
発
そ
の
他
必
要
な
施
策
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

第
二
節
　
肝
炎
医
療
の
均
て
ん
化
の
促
進
等

（専
門
的
な
知
識
及
び
技
能
を
有
す
る
医
師
そ
の
他
の
医
療
従
事
者
の
育
成
）

第
十
三
条
　
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
イ
ン
タ
ー
フ
エ
ロ
ン
治
療
等
の
抗
ウ
イ
ル
ス
療
法
、
肝
庇
護
療
法
そ
の
他
の
肝
炎
医

療
に
携
わ
る
専
門
的
な
知
識
及
び
技
能
を
有
す
る
医
師
そ
の
他
の
医
療
従
事
者
の
育
成
を
図
る
た
め
に
必
要
な
施
策
を
講
ず



る
も
の
と
す
る
。

（医
療
機
関
の
整
備
等
）

第
十
四
条
　
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
肝
炎
患
者
等
が
そ
の
居
住
す
る
地
域
に
か
か
わ
ら
ず
等
し
く
そ
の
状
態
に
応
じ
た
適

切
な
肝
炎
医
療
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
専
門
的
な
肝
炎
医
療
の
提
供
等
を
行
う
医
療
機
関
の
整
備
を
図
る
た
め
に

必
要
な
施
策
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

２
　
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
肝
炎
患
者
等
に
対
し
適
切
な
肝
炎
医
療
が
提
供
さ
れ
る
よ
う
、
前
項
の
医
療
機
関
そ
の
他
の

医
療
機
関
の
間
に
お
け
る
連
携
協
力
体
制
の
整
備
を
図
る
た
め
に
必
要
な
施
策
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

（肝
炎
患
者
の
療
養
に
係
る
経
済
的
支
援
）

第
十
五
条
　
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
肝
炎
患
者
が
必
要
に
応
じ
適
切
な
肝
炎
医
療
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
肝
炎

患
者
に
係
る
経
済
的
な
負
担
を
軽
減
す
る
た
め
に
必
要
な
施
策
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

（肝
炎
医
療
を
受
け
る
機
会
の
確
保
等
）

第
十
六
条
　
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
肝
炎
患
者
が
肝
炎
医
療
を
受
け
る
に
当
た
つ
て
入
院
、
通
院
等
に
支
障
が
な
い
よ
う

医
療
機
関
、
肝
炎
患
者
を
雇
用
す
る
者
そ
の
他
の
関
係
す
る
者
間
の
連
携
協
力
体
制
を
確
保
す
る
こ
と
そ
の
他
の
肝
炎
患
者

九



一
〇

が
肝
炎
医
療
を
受
け
る
機
会
の
確
保
の
た
め
に
必
要
な
施
策
を
講
ず
る
と
と
も
に
、
医
療
従
事
者
に
対
す
る
肝
炎
患
者
の
療

養
生
活
の
質
の
維
持
向
上
に
関
す
る
研
修
の
機
会
を
確
保
す
る
こ
と
そ
の
他
の
肝
炎
患
者
の
療
養
生
活
の
質
の
維
持
向
上
の

た
め
に
必
要
な
施
策
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
，

（肝
炎
医
療
に
関
す
る
情
報
の
収
集
提
供
体
制
の
整
備
等
）

第
十
七
条
　
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
肝
炎
医
療
に
関
す
る
情
報
の
収
集
及
び
提
供
を
行
う
体
制
を
整
備
す
る
た
め
に
必
要

な
施
策
を
講
ず
る
と
と
も
に
、
肝
炎
患
者
等
、
そ
の
家
族
及
び
こ
れ
ら
の
者
の
関
係
者
に
対
す
る
相
談
支
援
等
を
推
進
す
る

た
め
に
必
要
な
施
策
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

第
二
節
　
研
究
の
推
進
等

第
十
八
条
　
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
革
新
的
な
肝
炎
の
予
防
、
診
断
及
び
治
療
に
関
す
る
方
法
の
開
発
そ
の
他
の
肝
炎
の

罹
患
率
及
び
肝
炎
に
起
因
す
る
死
亡
率
の
低
下
に
資
す
る
事
項
に
つ
い
て
の
研
究
が
促
進
さ
れ
、
並
び
に
そ
の
成
果
が
活
用

さ
れ
る
よ
う
必
要
な
施
策
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

２
　
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
肝
炎
医
療
を
行
う
上
で
特
に
必
要
性
が
高
い
医
薬
品
及
び
医
療
機
器
の
早
期
の
薬
事
法

（昭

和
三
十
五
年
法
律
第
百
四
十
五
号
）
の
規
定
に
よ
る
製
造
販
売
の
承
認
に
資
す
る
よ
う
そ
の
治
験
が
迅
速
か
つ
確
実
に
行
わ



れ
、
並
び
に
肝
炎
医
療
に
係
る
標
準
的
な
治
療
方
法
の
開
発
に
係
る
臨
床
研
究
が
円
滑
に
行
わ
れ
る
環
境
の
整
備
の
た
め
に

必
要
な
施
策
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

第
四
章
　
肝
炎
対
策
推
進
協
議
会

第
十
九
条
　
厚
生
労
働
省
に
、
肝
炎
対
策
基
本
指
針
に
関
し
、
第
九
条
第
二
項

（同
条
第
六
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含

む
。
）
に
規
定
す
る
事
項
を
処
理
す
る
た
め
、
肝
炎
対
策
推
進
協
議
会

（以
下

「協
議
会
」
と
い
う
。
）
を
置
く
。

第
二
十
条
　
協
議
会
は
、
委
員
二
十
人
以
内
で
組
織
す
る
。

２
　
協
議
会
の
委
員
は
、
肝
炎
患
者
等
及
び
そ
の
家
族
又
は
遺
族
を
代
表
す
る
者
、
肝
炎
医
療
に
従
事
す
る
者
並
び
に
学
識
経

験
の
あ
る
者
の
う
ち
か
ら
、
厚
生
労
働
大
臣
が
任
命
す
る
。

３
　
協
議
会
の
委
員
は
、
非
常
勤
と
す
る
。

４
　
前
三
項
に
定
め
る
も
の
の
ほ
か
、
協
議
会
の
組
織
及
び
運
営
に
関
し
必
要
な
事
項
は
、
政
令
で
定
め
る
。

附
　
則

（施
行
期
日
）

第

一
条
　
こ
の
法
律
は
、
平
成
二
十
二
年

一
月

一
日
か
ら
施
行
す
る
。



一
二

（肝
硬
変
及
び
肝
が
ん
に
関
す
る
施
策
の
実
施
等
）

第
二
条
　
国
及
び
地
方
公
共
団
体
は
、
肝
硬
変
及
び
肝
が
ん
に
関
し
、
そ
の
治
療
を
行
う
上
で
特
に
必
要
性
が
高
い
医
薬
品
及

び
医
療
機
器
の
早
期
の
薬
事
法
の
規
定
に
よ
る
製
造
販
売
の
承
認
に
資
す
る
よ
う
そ
の
治
験
が
迅
速
か
つ
確
実
に
行
わ
れ
、

並
び
に
新
た
な
治
療
方
法
の
研
究
開
発
の
促
進
そ
の
他
治
療
水
準
の
向
上
が
図
ら
れ
る
た
め
の
環
境
の
整
備
の
た
め
に
必
要

な
施
策
を
講
ず
る
も
の
と
す
る
。

２
　
肝
炎
か
ら
進
行
し
た
肝
硬
変
及
び
肝
が
ん
の
患
者
に
対
す
る
支
援
の
在
り
方
に
つ
い
て
は
、
こ
れ
ら
の
患
者
に
対
す
る
医

療
に
関
す
る
状
況
を
勘
案
し
、
今
後
必
要
に
応
じ
、
検
討
が
加
え
ら
れ
る
も
の
と
す
る
。

（厚
生
労
働
省
設
置
法
の

一
部
改
正
）

第
二
条
　
厚
生
労
働
省
設
置
法

（平
成
十

一
年
法
律
第
九
十
七
号
）
の
一
部
を
次
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

第
四
条
第

一
項
第
十
七
号
の
二
の
次
に
次
の
一
号
を
加
え
る
。

十
七
の
三
　
肝
炎
対
策
基
本
法

（平
成
二
十

一
年
法
律
第
　
　
　
号
）
第
九
条
第

一
項
に
規
定
す
る
肝
炎
対
策
基
本
指
針

の
策
定
に
関
す
る
こ
と
。

「が
ん
対
策
推
進
協
議
会



第
六
条
第
二
項
中

「が
ん
対
策
推
進
協
議
会
」
を

第
十

一
条
の
三
の
次
に
次
の
一
条
を
加
え
る
。

（肝
炎
対
策
推
進
協
議
会
）

第
十

一
条
の
四
　
肝
炎
対
策
推
進
協
議
会
に
つ
い
て
は
、

と
こ
ろ
に
よ
る
。

に
改
め
る
。

肝
炎
対
策
推
進
協
議
会
」

肝
炎
対
策
基
本
法

（こ
れ
に
基
づ
く
命
令
を
含
む
。
）
の
定
め
る

一
一一一



理
　
由

今
日
、
我
が
国
に
は
、
肝
炎
ウ
イ
ル
ス
に
感
染
し
、
あ
る
い
は
肝
炎
に
罹
患
し
た
者
が
多
数
存
在
す
る
こ
と
、
肝
炎
は
適
切

な
治
療
を
行
わ
な
い
ま
ま
放
置
す
る
と
慢
性
化
し
、
よ
り
重
篤
な
疾
病
に
進
行
す
る
可
能
性
が
あ
る
こ
と
等
肝
炎
が
国
民
の
生

命
及
び
健
康
に
と

つ
て
重
大
な
問
題
と
な
っ
て
い
る
現
状
に
か
ん
が
み
、
肝
炎
対
策
を
総
合
的
に
推
進
す
る
た
め
、
肝
炎
対
策

に
関
し
、
基
本
理
念
を
定
め
、
国
、
地
方
公
共
団
体
、
医
療
保
険
者
、
国
民
及
び
医
師
等
の
責
務
を
明
ら
か
に
し
、
並
び
に
肝

炎
対
策
の
推
進
に
関
す
る
指
針
の
策
定
に
つ
い
て
定
め
る
と
と
も
に
、
肝
炎
対
策
の
基
本
と
な
る
事
項
を
定
め
る
必
要
が
あ
る
。

こ
れ
が
、
こ
の
法
律
案
を
提
出
す
る
理
由
で
あ
る
。

一
五



◎
肝
炎
対
策
基
本
法
案
前
文
　
新
旧
対
照
表

（案
）

「
開
日
超
濶
劃
刑
咽
ョ
ーま
‐―
豪
終

の
司
法
判
断
に
お
い
て
国
の
責
任
が
確
定
し
て

Ｈ

こ
の
よ
う
な
現
状
に
お
い
て
、
肝
炎
ウ
イ
ル
ス
の
感
染
者
及
び
肝
炎
患
者

の

人
権
を
尊
重
し

つ
つ
、
こ
れ
ら

の
者
に
対
す
る
良
質
か

つ
適
切
な
医
療

の
提
供

を
確
保
す
る
な
ど
、
肝
炎

の
克
服
に
向
け
た
取
組
を

一
層
進
め
て
い
く
こ
と
が

求
め
ら
れ
て
い
る
。

こ
こ
に
、
肝
炎
対
策
に
係
る
施
策
に

つ
い
て
、
そ
の
基
本
理
念
を
明
ら
か
に

す
る
と
と
も
に
、
こ
れ
を
総
合
的
に
推
進
す
る
た
め
、
こ
の
法
律
を
制
定
す
る
。

洲
司
剖
＝
梨
「
川
炎
事
件

で
は
、
感
染
被
害
者
の
方

々
に
甚
大
な
被
害
が
生
じ

そ
の
被
害

の
拡
大
を
防
止
し
得
な
か

っ
た

こ
と
に

つ
い
て
国
が
責
任
を
認
め

側
周

―こ―
劃

っｌ
ｄ

ＢＩ
型
川
州
引
冽

な
ス‐

の
感
染
被
害
を
出
し
た
予
防
接
種
禍
事
件

刻
引
引
日
劇
∃
刑
皿
翻
繍
堀
釦
由争
件
及
び
集
団
予
防
接
種

の
際

の
注
射
器

の
連
続

剤
―こｌ

ｃｌ
型
川
列
引
冽
川

スー
洲
混

入
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
不
特
定
多
数
の
者
に
感

今
日
、
我
が
国
に
は
、
肝
炎
ウ
イ
ル
ス
に
感
染
し
、
あ
る
い
は
肝
炎
に
罹
患

し
た
者
が
多
数
存
在
し
、
肝
炎
が
国
内
最
大

の
感
染
症
と
な

っ
て
い
る
。

肝
炎
は
、
適
切
な
治
療
を
行
わ
な
い
ま
ま
放
置
す
る
と
慢
性
化
し
、
肝
硬
変
、

肝
が
ん
と

い
つ
た
よ
り
重
篤
な
疾
病
に
進
行
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
こ
と
か
ら
、

こ
れ
ら
の
者
に
と

っ
て
、
将
来

へ
の
不
安
は
計
り
知
れ
な
い
も
の
が
あ
る
。

戦
後
の
医
療

の
進
歩
、
医
学
的
知
見
の
積
重
ね
、
科
学
技
術
の
進
展
に
よ
り
、

肝
炎

の
克
服
に
向
け
た
道
筋
が
開
か
れ
て
き
た
が
、
他
方
で
、
現
在
に
お
い
て

も
、
早
期
発
見
や
医
療

へ
の
ア
ク
セ
ス
に
は
い
ま
だ
解
決
す
べ
き
課
題
が
刻
引

、ヽ‐

劃
引
ロ

ーま―
、
肝
炎
ウ
イ
ル
ス
や
肝
炎
に
対
す
る
正
し
い
理
解
が
、
国
民
す
べ
て

に
定
着
し
て
い
る
と
は
言
え
な

い
。

劇
「

Ｂ
Ｉ

到

堀

列

ド

コ

咽

組

司

剰

劇

Ｊ

科

羽

棚

樹

曰

到

劇

新
　

案

今
日
、
我
が
国
に
は
、
肝
炎
ウ
イ
ル
ス
に
感
染
し
、
あ
る
い
は
肝
炎
に
罹
患

し
た
者
が
多
数
存
在
し
、
肝
炎
が
国
内
最
大

の
感
染
症
と
な

っ
て
い
る
。

肝
炎
は
、
適
切
な
治
療
を
行
わ
な
い
ま
ま
放
置
す
る
と
慢
性
化
し
、
肝
硬
変
、

肝
が
ん
と
い
っ
た
よ
り
重
篤
な
疾
病
に
進
行
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
こ
と
か
ら
、

こ
れ
ら
の
者
に
と

っ
て
、
将
来

へ
の
不
安
は
計
り
知
れ
な

い
も
の
が
あ
る
。

戦
後
の
医
療

の
進
歩
、
医
学
的
知
見
の
積
重
ね
、
科
学
技
術
の
進
展
に
よ
り
、

喉

囃

醒

蒻

輩

票

輩

話

誦

謂

割
剰
「
酬
劉
１
劃
引
日
、
現
在
に
お
い
て
も
、
早
期
発
見
や
医
療

へ
の
ア
ク
セ

ス
に
は
い
ま
だ
解
決
す
べ
き
課
題
が
勿
州
１
劃
日
、
肝
炎
ウ
イ
ル
ス
や
肝
炎
に

対
す
る
正
し
い
理
解
が
、
国
民
す
べ
て
に
定
着
し
て
い
る
と
は
言
え
な
い
。

こ
の
よ
う
な
現
状
に
お
い
て
、
肝
炎
ウ
イ
ル
ス
の
感
染
者
及
び
肝
炎
患
者

の

人
権
を
尊
重
し

つ
つ
、
こ
れ
ら

の
者
に
対
す
る
良
質
か

つ
適
切
な
医
療

の
提
供

を
確
保
す
る
な
ど
、
肝
炎

の
克
服
に
向
け
た
取
組
を

一
層
進
め
て
い
く
こ
と
が

求
め
ら
れ
て
い
る
。

こ
こ
に
、
肝
炎
対
策
に
係
る
施
策
に

つ
い
て
、
そ
の
基
本
理
念
を
明
ら
か
に

す
る
と
と
も
に
、
こ
れ
を
総
合
的
に
推
進
す
る
た
‐め
、
に
勝
」
雁
際
晰
際
眸
肱
障

旧
案

（第

一
六
人
回
衆
法
第
人
号
）

（傍
線
部
分
は
変
更
部
分
）



説明資

(医療関係 )

厚生労働省

平成21年 11月 6日



医師養成数について

現状と取組

○ 平成21年度の医学部定員は、「経済財政改革の基本方針2008」により、

従来の抑制方針を転換し、過去最大規模 (8,486名 )まで増員。

○ 平成22年度は、医師の地域偏在を解消する観点から、地域医療再生計

画に基づく奨学金 (当該都道府県で医療に従事することが条件)を支給す

る医学部学生を対象に、さらに増員(三百数十名程度)を行う予定。

○ 今後、各大学における指導体制 (教員、施設設備等)の問題に留意し、ま

た、教員の確保が地域の医師の引揚げにつながらないよう配慮しながら、医

師養成数の拡大を検討。
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医学部入学定員の年次推移

三百数十人程度増
(2010年度予定 )

_.=■i・
・・・・・・.I:ttt、

1982年

閣議決定

「医師については

: 全体として過剰を :
:招かないように配慮」:

1973年

閣議決定

「無医大県解消構

ごごござごごずごぴずごごごがずごげごがずゞゞゞがゞゞ
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医療提供体制について
課題

○ 救急利用が増加する一方で、救急医療に参加する医療機関が減少し、救急患者が円

滑に受け入れられない事案が発生。

○ 手L児死亡率は低いが、1～ 4歳児死亡率は高い(OECD27カ国中17位 )。

○ 新生児集中治療室 (NICU)が不足するなど、周産期医療体制の充実が必要。

取組

○ 平成21年度補正予算において、者「道府県に「地域医療再生基金」を設置。
(一部執行停止後:25億円の計画×94地域(2,350億円))

○ 平成22年度においても、救急医療・周産期医療等対策に係る施策を実施する予定。
・ 二次救急医療体制の充実・強化
―救急患者の受入実績に応じた二次救急医療機関への支援
―改正消防法に基づき受入困難患者の受入れを確実に行う医療機関への支援
―診療所医師が二次救急医療機関で夜間・休日の診療行為を行う場合の支援

・ 重篤な小児救急医療を担う医療機関の充実・強化
―小児救命救急センター(仮称)や小児集中治療室への支援

・ 周産期医療体制の充実・強化
―周産期母子医療センターのNICUt MFICU(母体・月台児集中治療室)、 戻り搬送・迎え搬送等の支援
―長期入院児がNiCU等から在宅療養へ移行するための地域療育支援施設(仮称)をモデル的に設置

-3-



無過失補償制度について

と取

○ 産科医療における無過失補償制度として、「産科医療補償制度」が本年1月 から開始。

制度の目的

分娩に係る医療事故により脳性麻痺となった子及びその家族の経済的負担を速やかに補償する
とともに、事故原因の分析を行い、将来の同種事故の防止に資する情報を提供することなどにより、
紛争の防止日早期解決および産科医療の質の向上を図る。

補償の仕組み
○ 分娩機関と妊産婦との契約に基づいて、通常の妊娠・分娩にもかかわらず脳性麻痺となった
者に補償金を支払う。
○ 分娩機関は、補償金の支払いによる損害を担保するため、運営組織が契約者となる損害保険
に加入する。

補償対象 (※ 対象者推計数 :年間概ね500～ 800人 )
○ 通常の妊娠自分娩にもかかわらず脳性麻痺となった場合とする。
○ 出生体重・在胎週数の基準を下回る場合でも、在胎週数28週以上の者については個別審査。

補償金額  3,000万円   保険料 (掛金)一 分娩当たり 30,000円
原因分析
○ 原因分析委員会において、事故原因を医学的に分析し、その結果を当事者にフィードバックする

(注 1)現在の認定数:5件   (注2)現在の加入率:病院・診療所99%、 助産所98%

○ 医療全体を対象とした無過失補償制度の創設については、産科医療補償制度の運用
状況を踏まえて検討することとしている。

 ヽ           -4-



高齢者医療制度について

後期高齢者医療制度の廃止

○ 後期高齢者医療制度は廃止することとし、廃止後の新たな制度のあり方については、
厚生労働大臣の下に検討会議を設置し、検討を進めることとしている。

廃止までの間の措置

制度本体の見直しに先行して、以下の取組を進める。
○ 先般、各広域連合に対し、
日資格証明書については原則として交付しないことを基本とし、交付された場合には、その

事案の概要を公表するなど、厳格な運用を徹底する
・各市町村が人間ドックに対する助成を再開するよう要請する
・健康診査の受診率向上計画を策定し、着実な取組を進める
ことについて通知。

〇 年末までの予算編成過程において、現行制度における以下の取扱いについて検討。
(1)来年度における保険料等の軽減措置
① 所得が低い方への保険料軽減措置(均等割の9割、8.5割及び所得割の5割軽減)
② 被用者保険の被扶養者であった方の保険料9割軽減措置
③ 70～ 74歳の方の患者負担(1割から2割への引上げの凍結)
(2)次期財政運営期間(平成22日 23年度)における保険料の上昇を抑制する措置

075歳以上という年齢に着目した診療報酬体系については、来年度から廃止する方向で検    |
討。
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後期高齢者医療制度の保険料軽減 (平成21年度)

【年金収入でみた軽減イメージ】

【夫婦世帯の例(妻の年金収入80万円以下の場合)レー
′

′

く倉漑
応
能
分

〔所
得
割
〕

′

応
益
分

〔被
保
険
者
均
等
割
〕

:211万円 238万円

192.5フラP電
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【均等害」】
○ 均等害」の7害」軽減を受ける世帯のうち、後期高齢者医療制度の被保険者全員が、年金収入80万
円以下 (その他各種所得がない)の場合に9害」軽減する。
○ 平成21年度においては、均等害」の7害」軽減を受ける方を一律 8。 5害」軽減とする。
【所得割】
所得割を負担する方のうち、所得の低い方 (具体的には年金収入153万円から211万円まで)
について、5害」軽減する。

9割軽減
<恒久措置>
(約280万人)

8.5割軽減
<平成21年度>
(約 200万人)

5割軽減
く恒久措置>
(約30万人)

<恒久措置>

80万円 153万円 168万円
年金収入



被用者保険の被扶養者の9割軽減措置の継続について

<所要経費等>

本来

保険料

均等割
5割減

均等割
9害1減

21年4月
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○ 被用者保険の被扶養者であった方については、制度加入時から2年間の軽減措置
(均等割5割軽減)に加えて、
日平成20年4月 ～9月 の半年間は凍結し、
・ 平成20年 10月 ～平成21年 3月 の半年間は、均等割を9割軽減した額としている。

○ 平成21年4月から平成22年 3月 までの1年間においても、同様に9割軽減の措置を
継続。

※平成22年度以降のあり方については、年末までの予算編成過程で調整。

国庫負担
(予算上の措置)

20年4月 20年 10月 22年4月



後期高齢者医療制度における平成22年度及び23年度の保険料の増加要因について

後期高齢者医療制度においては、財政運営期間は2年間とされており、各広域連合において、平成22年度
及び23年度の保険料率を来年2月 頃までに決定することとなるが、以下の3点の要因により、何らの抑制策も
講じない場合には、保険料は平成21年度と比較し、全国ベースで約10.4%増加することが見込まれる。
また、平成21年度の被保険者の所得は、平成20年度に比べ減少しており、平成22年度及び平成23年度の
被保険者の所得の見込み方によっては、更に所得割額が増加することとなる。

① 一人当たり医療費の伸びにより約3.2%増加
○ 平成22年度及び23年度の被保険者一人当たりの医療給付費は、直近の医療給付費の実績等をもと
に、平成20年度及び21年度に比べ、約3.2%伸びると見込んでいる。

② 後期高齢者負担率の上昇により約2.6%増加
○ 後期高齢者負担率とは、医療給付費に対し後期高齢者が負担する保険料の割合であり、将来的な若人
人口の減少による若人一人当たりの負担増分について、後期高齢者と若人で半分ずつ負担するよう、
後期高齢者の保険料の負担割合を若人減少率の1/2の割合で引き上げることとなる。
○ 平成20年度及び21年度の後期高齢者負担率が10%であるのに対し、平成22年度及び23年度は
10.26%となる。

③ 平成20年度及び21年度における医療給付費の算定期間が23か月であったことにより約4.3%増加
○ 平成20年 4月 支払分 (3月 診療分)は、老人保健制度からの支払いであるため、平成20年度及び
21年度に保険料等でまかなうことになる医療給付費は23か月分であるのに対し、平成22年度及び
23年度は24か月分となる。

-8-



診療報酬について

課題と対応

○ 診療報酬については、来年度にその改定を予定しているが、賃金や物価の動向、

実態調査により把握した医療機関の経営状況や医療保険者の財政状況、さらに

は、その時々の政策課題への対応の必要性や保険料率に与える影響等を総合的

に勘案して実施することとしている。

(参考)過去の改定率の推移

年度 本体 薬価等 ネット

12 +1.9% ▲ 1.7% +0.2%

14 ▲ 1.3% ▲ 1.4% ▲ 2.7%

16 ±0% ▲ 1.0% ▲ 1.0%

18 ▲ 1.36% ▲ 1.8% ▲ 3.16%

20 +0.38% ▲ 1.2% ▲0.82%
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協会けんぼの国庫負担割合について

課題と対応

○ 協会けんぼの平成20年度決算は、平成19年度に引き続き2年連続の赤字決算。

○ 平成21年度収支は当初の予想以上に悪化し、単年度収支では、▲4,600億円の赤字、

準備金残高は▲3,100億円の赤字の見込み。

○ 平成22年度の保険料率は、単年度収支の均衡と前年度赤字分の解消を前提とすれ

ば、現行制度のままでは、機械的な試算で9.5%(現行8.2%)と見込まれている。

○ こうした状況を踏まえ、現在、保険給付費の可3%とされている協会けんぱの国庫負担

割合の引上げについて、年末までの予算編成過程において検討。

※協会けんぽの保険給付費に対する国庫負担は、健康保険法の本則上、「16.4%から20%までの範囲内で政

令で定める割合」とされているが、昭和56年から、同法附則において「当分の間16.4%」 、平成4年から、「当分

の間13%」とされている。
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全国健康保険協会・第11回運営委員会資料 (平成21年 10月 19日 )

協会けんぽの収支イメージ (医療分 )

〔平
里絆鰹 段量貫書謝

出した機械的試算の基礎的数値を直近の

 〕

20年度
(決算)

21年度 22年度

備考前回概算要求時点で
の見直し

(a)

直近状況での見直し

(b)

(b)― (a)

前回概算要求時点

(c)

直近状況での見直し

(d)

(d)一 (c)

収

入

保険料収入

国庫補助等

その他

62,01 ,200

9, 700 9,700

600

▲ 1,20〔

C

C

66,900～67,700

300

68,400

※1:66.6∞

※2: 64,700

9,900

※1:11,7∞

※2113,6∞

300

1 60C O左の22年度の保険料収入を基に機械的に試算
した保険料率 (3月 改定の場合) 95%

※ 1 国庫補助率が13%から1640/6に 引き上げ
られた場合の数値。これを基に機械的に試算し
た保険料率 (3月 改定の場合) 93%

※2 国庫補助率がi3%から20%に引上げられ
た場合の数値。これを基に機械的に試算した保
険料率 (3月 改定の場合) 90%

A200
▲ 2,100

1,800

37∞

計 71357 71,500 70,300 ▲ 120C 77100～ 77900 78,60( 1,60(

支

出

保険給付費

老人保健拠出金

前期高齢者納付金

後期高齢者支援金

退職者給付拠出金

病床転換支援金

その他

43,375

1,96C

9,449

13.131

4,467

9

1.257

44,100

0

11,000

15,100

2,700

0

1,700

44,500

0

11,0∞

15,100

2,700

0

1,700

40C

0

C

0

0

0

0

.200

100

11,900

14.800

2,000

0

1,600

45,20(

10C

ll,90(

14,80(

2,00C

C

l,60C

計 73647 74.60C 75.000 75,50C 75.50C

単年度収支差 ▲ 229C ▲ 3,10( ▲ 4.6∞ ▲ 160C 1,500～ 2,3∝ 3,10C 1,60C

準備金残高 1,539 ▲ 1,50C ▲ 31∞ ▲ 1,60C 0～ 80C

(注)1従来の政府管掌健康保険の単年度収支と同様の手法で作成したもの。
2端数整理のため、計数が整合しない場合がある。
3金額については、今後変動がありうる。
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がん対策について

趣 旨

○ がんは、昭和56年以降、我が国における最大の死亡原因となっており、現在では年間死亡
者数が30万人を超え、3人に1人の方ががんで亡くなられている等、日本人にとって国民病と
いっても過言でない状況である。

○ 平成18年に超党派により「がん対策基本法」が制定され、また、がん対策基本法の総合的
かつ計画的な推進を図るため、平成19年 6月 にがん対策推進基本計画が策定されたところ。

○ さらに、がん対策協議会からは、平成22年度がん対策予算に向け、がんに関わる医療従
事者の計画的育成等の70本の推奨施策が提案されたところ。

取組

○ 平成21年度予算においては、がん対策の推進に必要な経費として237億円を、さらに補
正予算において「女性特有のがん検診推進事業」として216億円を確保したところ。

○ 平成22年度の概算要求においては、がん対策基本法に基づき、がん対策を総合的かつ
計画的に推進するため、434億円を計上したところ。
そのうち、乳がんや子宮頸がんの予防・検診を受けやすい体制の整備などにより、がん

検診受診率を引き上げるために必要な経費として159億円を要求しているところ。

○ また、がん医療に携わる専門スタッフの具体的な養成方法や体制整備について事項要求
しているところ。
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肝炎対策について

最大級の感染症である肝炎は、放置すると肝硬変・月干がんへと進行し、重篤な病態を招く

このため、国民の健康保持・推進の観点から、肝炎の早期発見・早期治療を促進するた

め、「月干炎総合対策」を推進しているところ。

[取組〕
○ 平成21年度においては、下記対策を講じているところ。

(129鷲議Fヨ )
‐
るインターフェロン治療に係る月あたりの医療費について、
3,5万円)を超えた額を助成。

|:1)

(3億円 )

・治療法等に係る研究推進 (19億円 )

※( )内は平成21年度予算額

○ 平成22年度概算要求において、一人でも多くの肝炎患者が適切な治療を受けられるよう、
インターフェロン医療費助成を含む「月干炎対策の拡充」について事項要求しているところ。
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スト
政策各論
「国民の生活が第一。Jの政治を実現するため、
民主党は、次に掲げる主要な政策を着実に、速やかに実行しま丸
このマニフェスト政策各論は、「税金のムダづかし」を一掃し、
明日の日本を切り開く具体的処方箋でt
にの政策各論の詳細は、民主党のホ=ムベージをご覧下さい。htpy/www_dpJ_orjp/)

1.現在の政策・支出を
全て見直す

【政策目的】

○自民党長期政権の下で温存された族議

員、霞が関の既得権益を一掃する。

○政策コスト、調達コストを引き下げる。

【具体策】

○「行政刷新会議 (仮称 )」 で政府の全

ての政策 支出を、現場調査、外部意
見を踏まえて、検証する。

○実施方法 調麿方法を見直し、政策コ
スト、調達コストを引き下 lrる。

○不要不急の事業、効果の乏 しぃ事業は、

政治の責任で凍結 廃止する。

2.特 別会計、独立行 政法人、
公益法人をゼロベ =スで
見直す

I政策目的1

0財政を透明にして、国民の政治に対す
る信頼を高める。

○税金のムダづかぃを根絶する。

1具体策l

O特別会計をゼロベースで見直し、必要
不可欠なもの以外は廃止する。

○独立行政法人の実施する事業につい

て、不要な事業や民間で可能な事業は

廃止し、国が責任を負うべき事業は国

が直接実施することとして、法人のあ

り方は全廃を含めて抜本的な見直しを

進める。

○実質的に霞が関の天下り団体となってい

る公益法人は原貝Jとして廃止する。公益

法人との契約関係を全面的に見直す。

3 国が行 う契約を
適正化する

【政策目的】

○政策コスト、.B連コストの弓|き下げで

税金のムダづかぃを根絶する。

○政府調達をオープンにして、多くの国

民が参加できるようにする。

1具体策】

〇公務員OBを 官製談合防止法の適用対

象にする。

○随意契紅 指名競争入椛 実施する場合

には、徹底的な情報公開を義務付ける。

○契約の事後的検証と是正措置を担う

「政府調達監視等委員会」を設置する。

4 公務員制度の
抜本 改革の実施

【政策目的】

○公務員に対する信頼を回復する。

○行政コストを通正化する。

○労働者としての公務員の権利を認め、

優秀な人材を確保する。

1具体策】

02008年 に成立した「国家公務員制度
改革基本法」に基づき、内閣の一元管

理による新たな幹部職制度や能力 実
績に応した処遇な夜 着実に実施する。

○定年まで働ける環境をつくり、国家公

務員の天下りのあっせんは全面的に禁

止する。

o地方分権推進に伴う地方移管、国家公
務員の手当 退職金などの水準、定員
の見直しなどにより、国家公務員の総

人件費を2割削減する。

○公務員の労働基本権を回復し、民間と

同様、労使交渉によって1合与を決定す

る仕組みを作る。

5 政と官の関係を
抜本的に見直す

【政策目的】

〇政治主導を確立することで、真の民主

主義を回復 する。
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【具体策】

○与党議員が 100人以上、大臣 冨1大臣

政務官等として政府の中に入り、中央

省庁の政策立案 決定を実質的に担う。

○政治家と官償の接放に係わる情報公開

などで透明性を確保する。

6.企業団体献金・世襲を
禁上する      |

【政策目的】
○政治不信を解消する。
○多様な人材力敏 治家になれる環境を整

備する。

【具体策】

○政治資金規正法を改正 し、その3年後

から企業団体の献金及びバーテイー券

購入を禁止する。

○当面の措置として、国や自治体と1件

1億円以上の契約関係にある企業等の

政治献金 バーティー券購入を禁止する。

CIIB人献金を普及促進するための税制改

革を実施する。

○現職の国会議員の配偶者及び三親等以

内の親族が、同=選挙区から連続して
立候補することは、民主党のルールと

して認めない。

○政治資金を取り扱う団体を親族に引き

継 ぐことは、法律で禁止する。

○誹謗中傷のJl制策、「なりすまし」ヘ

の罰則などを講じつつ、インターネッ

ト選挙活動を解禁する。

7.国 会議員の定数を
削減する

I政策目的】
○行財政改革を進めるとともに、政権交
代が実現 しやすい選挙制度 とする。

【具体策 1

0衆議院の比例定数を 80肖」減する。参
議院につぃては選挙制度の抜本的改革

の中で、衆議院に準して削減する。

8 税金の使い途を
すべて明らかにする

腋策目的】
○税金の使い途をすべて明 らかに して、

国民のチェックを受ける。

○決算を予算に反映させ、政策評価を徹

底する。

【具体策】

○予算編成過程を原則公開するととも

に、執行を厳格に管理する。

○決算に閲する情報公開を徹底するとと

もに、提出時期を前倒 しすることで予

算との運動性を高める。

o一般会言1 4寺 別会言十につぃて、企業会

計に準した財務書類の作成、国会提出

を法定化する。

9.公平4簡 素な
税制をつくる

【政策目的】

○税制の既得権益を一掃する。

○租税特別措置の効果を検証し、税制の

透明性、信霜性を高める。

【具体策】

○租税特別措置の適用対象を明確にし、

その効果を検証 ごきる仕 rllみ をつくる。

○効果の不明なもの、役割を終えた租税

特別措置は廃止し、真に2要なものは
「特別措置」から「恒久措置」へ切り

替える。

10.出産の経済的負担を
軽減する

【政策目的】

○ほぼ自己負担なしに出産できるように

する。

1具体策】

○現在の出産一時金 (2∞9年 10月 か
ら42万円)を 見直 し、国からの助成
を加え、出産時に 55万円までの助成
をおこなう。

○不妊治療に関する情報提供、相談体制
を強化するとともに、適応症と効果が

明らかな治療には医療保険の適用を検

討し、支援を拡充する。

【所要額】

2000億 円程度

11,年額31万 2000円の
|「子ども手当」を創設する

【政策目的】

○次代の社会をIBう 子ども1人ひとりの

育ちを社会全体で応援する。

○子育ての経済的負10を 軽減し、安心して

出産し、子どもが育てられる社会をつくる。

【具体策】

○中学卒業までの子ども 1人当たり年

31万 2000円 (月 額 2万 60∞ 円 )

の「子ども手当」を創設する (平成

22年度は半額 )。

○相対的に高所得者に有利な所得控除か

ら、中 低所得者に有利な手当などへ
切り替える。

I所要額】

53兆円程度

12公立高校を実質無償化し、
私立高校生の学費負担を

軽減する

【政策目的】
○家庭の状況にかかわらず、全ての意志

ある高校生 大学生が安心して勉学に
打ち込める社会をつ くる。

【具体策】

○公立高校生のいる世帯に対し、授業料

相当額を助成し、実質的に授業料を無

料とする。

○私立高校生のいる世帯に対 し、年額

12万 円 (低所得世帯は24万円)の
助成を行う。

○大学などの学生に、希望者全員が受け

られる奨学金制度を創設する。

【所要額】

9000億 円程度

13 生活保 護の母 子加算を
復 活 し、父子家庭にも

児 童扶養 手当を支給する

は 策目的】

○ひとり親家庭の自立を支援する。

【具体策】

02009年 度に廃止された生活保護の母
子加算を復活する。

○母子家庭と同様に、父子家庭にも児童

扶養手当を支給する。

05年以上の受給者等を対象に行っている

児童扶養手当の減額制度を廃止する。

○在宅就労の促進、保育所の優先入所、

離婚1きの養育費支払の履行確保などの

総合的な支援策を講じる。

【所要額】

500億 円程度

14.保育所の待機児童を
解消する

【政策目的】

○縦割り行政になっている子どもl_関す

る施策を一本化し、質の高い保育の環

境を整備する。

【具体策】

〇小 中学校の余裕教室 応校を利用し
た認可保育所分園を増設する。

○「保育ママ」の増員、認可保育所の増

設を進める。

○「子ども家庭省 (仮称)」 の設置を検



討する。

15.全ての人に
質の高い教育を提供する

【政策目的】
○学校の教育環境を整備 し、教員の質と

数を充実させる。

【具体策】

○全ての人にとって適切かつ最善な教育

が保障されるよう学校教育環境を整備

し、教育格差を是正する。

0数員の資買向上のため、教員免許制度
を抜本的に見直す。教員の養成課程は

6年制 (修士)と し、姜成とllH修の充

実を図る。

O教員が子どもと向き合う時間を確保す
るため、教員を増員し、教育に集中で

きる環境をつくる。

O公立小中学校は、保護者、地域住民、
学校関係者、教育専Pl家等が参画する

「学校理事会」が運営することにより、

保護者と学校と地域の信頼関係を深める。

○現在の教育委員会制度を抜本的に見直

し、教育行政全体を厳格に監視する「教

育監査委員会Jを設置する。

○生活相談、進路相談を行うスクールカ

ウンセラーを全小中学校に配置する。

○国際社会の中で、多様な価値観を持つ

人々と協力、協働できる、創造性豊か

な人材を斐出するためのコミュニケー

ション教育拠点を充実する。

【所要額】

600億円程度

16.年金記録被害者への迅速な
補償のため、

一定の基準の下で、

「―括補償」を実施する

I政策目的】

o年金記録問題の被害者の補償を一刻も
早く進める。

〇年金記録問題の再発を防ぐ。

○公的年金制度l_対する国民のイ言頼を回

復する。

【具体策】

○「消えた年金」「消された年金」問題ヘ

の対応を「国家プロジェクト」と位置づけ、

2年間、集中的に取り組む。

〇年金記録が誤っている可能性の高ぃ受

給者等を対象に、記録訂正手続きを簡

略化する。

○コンピューター上の年金記録と紙台帳

の記録の全件照合を速やかに開始する。

〇年金記録を訂正した人が、本来の年全

受給額を回復するまでの期間を大幅に

短縮する。

○全ての加入者に「年金通帳」を交付し、

いつでも自分の年金記録 (報酬月額を

含む)を 確認できるようにする。

【所要顕】

2000億 円程度

17.年全保険料の

流用を禁止する

I政策目的】

○公的年金制度に対する国民の信頼を回

復する。

Of鹸料流用を禁止することで、年全給
付の水準を少しでも高める。

【具体策】

〇年金保険料は年金給付だけに充当する

ことを法律で定める。

【所要額】

2∞0億円程度

18.―元化で公平な

年金制度ヘ

:政策目的】

○公的年金制度に対する国民の信頼を回

復する。

○雇用の流動化など時代にあった年金制

度、透明で分かりやすい年金制度をつ

くる。

○月額 7万円以上の年金を受拾できる年

金制度をつくり、高齢期の生活の安定、

現役時代の安心感を高める。

【具体策】

〇以下を骨格とする年金制度創設のための

法律を平成25年までに成立させる。

く年金制度の骨格>
○全ての人が同じ年金制度に加入し、職

業を移動 しても面倒な手続きが不要と

なるように、年金制度を例外なく―元

化する。

○全ての人が「所得が同じなら、同じ保

険料」を負担し、納めた保脚料を基に

受綸額を計算する「所得比例年金Jを

創設する。

○消費税を財源とする「最低保障年金」

を創設し、全ての人が 7万円以上の年

金を受け取れるようにする。「所得比

例年金Jを 一定額以上受給できる人に

は、「最低保障年金」を減額する。

19.年金受給者の税負担を
軽減する

【政策目的】

〇年金受給者の負担を軽減し、高齢渚の

生活の安定を図る。

I具体策】

○公的年金控除の最低補償額を140万

円に戻す。

○老年者控除50万 円を復活する。

【所要額】

24CЮ 億円程度

20.歳入庁を
創設する

【政策目的】

〇年金保険料のムダづかぃ体質を一掃する。

〇年金保険料の未納を減らす。

【具体策】

○社会保険庁は国TPrrと統合して「歳入

庁」とし、税と保険料を一体的に徴収

する。

○所得の把握を確実に行うために、税とネ土

会保障制度共通の番号制度を導入する。

21.後期高齢者医療制度を魔止し、

国民皆保険を守る

【政策目的】
〇年齢で差別する制度を廃止 して、医療

制度に対する国民の1言頼を高める。

○医療保険制度の一元的運用を通して、

国民告保険制度を守る。

1具体策】

○後期高齢者医療制度 関連法は廃止す
る。廃上に伴う国民健康保険の負Ill増

は国が支援する。

C被用者保険と国民健康保険を段階的に

統合し、将来、地域保険として一元的

運用を図る。

【所要額】

85∞ 億円程度

22.医療崩壊を食い止め、
国民 に質の高い

医療サービスを提供する

【政策目ntJ】

○医療従事者等を増員し、質を高めるこ

とで、国民に質の高い医療サービスを

安定的に提供する。

○特に救急、産私 小児、外科等の医療

提供体制を再建し、国民の不安を軽減

する。

1具体策】

○自公政権が続けてきた社会保障費

22∞ 億円の削減方針は撤回する。医

師 着護師 その他の医療従事者の増
員に努める医療機関の診様報酬 (入院)

を増額する。

00ECD平 均の人口当たり医師数を目
1旨 し、医師養成数を1 5倍にする。

○国立大学付属病院などを再建するた

め、病院運営交付金を従来水準へ回復

する。

○救急、産科、小児、外科等の医療提供

体制を再建するため、地域医療計画を

抜本的に見直し、支援を行う。

○妊婦、患者、医療者がともに安心して

出産、治療に臨めるように、無過失補

償制度を全分野に広げ、公的制度とし

て設立する。

【所要嶺】

9∞0億円程度

23.新型インフルェンザ●への
万全の対応、

がん・肝炎対策の拡充

【政策目的:

○新型インフルエンザl_よ る被害を最小

限にとどめる。

○がん、肝炎など特に患者の負担が重い

疾病等につぃて、支援策を拡充する。

【具体策】

〇新型インフルエンザに関し、危機管理

情報共有体制を再構築する。ガイドラ

イン 関連法制を全面的に見直すとと
もに、診療 相談 治療体制の拡充を
図る。ワクチン接種体制を整備する。

○乳がんや子宮頸がんの予防・横診を受

けやすい体制の整備などにより、がん

検診受診率を引き上げる。子宮頸がん

に関するワクチンの任意接種を促進す

る。化学療法専門医 放射線治療専P月
医 病理医などを養成する。
○高額療養費制度 l‐関し、治療が長期に

わたる患者の負担軽減を図る。

○肝炎患者が受けるインターフェ
「
lン治

療の自己負IB額の上限を月額 1万円l_

する。治療のために体業 休職する患
者の生活の安定や、インタ=フ ェロン

以外の治療に対する支援に取り組む。

I所要顕】

3000億 円程度

24.被爆者を
援語する

【政策目的】

○被爆者を早急に救済する。

I具体策】

○高齢化している被爆者を早急に救済す

るため、被爆実態を反映した新しい原

爆症認定制度を創設する。

○被爆二世、在外被爆者を含め、被爆

者の健康管理を拡充する。

25.介護労働者の賃金 を
月額 4万 F3弓 Iき上げる

腋 策目的】

○全国どこでも、介護の必要な高齢者に

良質な介護サービスを提供する。

○療養病床、グループホーム等の確保に

より、介護サービスの量の不足を軽減

する。

1具体策】

○認定事業者に対する介護報酬を加算

し、介護労働者の賃金を月額4万円引

き上げる。

○当面、療養病床肖1減計画を凍結し、必

要な病床数を確保する。

【所要顧】

8000億 円程度

26.「障害者自立支援法」を

廃上して、

障がい者福祉制度を

抜本的に見直す

【政策目的】
〇障がい者等が当たり前に地域で暮ら
し、地域の一員としてともに生活できる

社会をつくる。

【具体策】

○「障害者自立支援法Jは廃止し、「制

度の谷間」がなく、サービスの利用者

負担を応能負担とする障がぃ者総合福

祉法 (仮称)を制定する。

○わが国の障がい者7ft策 を総合的かつ集

中的に改革し、「国連障害者権利条約」

の批准に必要な国内法の整備を行うた

めに、内閣に「障がい者制度改革推進

本部」を設置する。

1所要額】

400億円程度

27.■が関を解体 再ヽ編し、
地域主権を確立する

【政策目的】

○明治維新以来続ぃた中央集権体制を抜

本的に改め、「地域主権国家」へと転

換する。

○中央政府は国レベルの仕事に専念し、
国と地方自治体の関係を、上下 主従
の関係から対等 協力の関係へ改める。

地方政府が地域の実情にあった行政

サービスをJ是供できるようにする。

○地域の産業を再生し、雇用を拡大する

ことによって地域を活性化する。

【具体策】

○新たに設立する「行政刷新会議 (仮称)」

で全ての事務事業を整理し、基礎的自

治体が対応可能な事務事業の権限と財

源を大幅に移謀する。

○国と地方の協議の場を法律に基づいて

設置する。

○国から地方への「ひもつき補助金Jを

廃上し、基本的に地方が自由に使える

「―括交付金」として交付する。義務

数青・社会保障の必要額は確保する。

○「―括交付金J化により、効率的に財
源を活用できるようになるとともに補

助金申請が不要になるため、補助金に

関わる経費と人件費を肖犠 する。

28.国の出先機関、直轄事業に
対する地方の負担金は

魔止する

【政策目的】
○国と地方の二重行政は排し、地方にで

きることは地方に委ねる。

○地方が自由に使えるお金を増やし、自

治体が地域のニーズに適切に応えられ

るようにする。

【具体策】

〇国の出先機関を原貝1廃止する。

○道路 河J ダム等の全ての国直轄事
業における負担金制度を廃上し、地方

の約 1兆 円の負担をなくす。それに伴

う地方交付税の減額は行わない。

29.目的を失つた
自動車関連諸税の

暫定税率は魔止する

【政策目的】

○課税の根餃 失った暫定税率を廃上し

て、税制に対する国民の信頼を回復する。

025兆 円の減税を実施し、国民生活を
守る。特に、移動を車に依存すること

の多い地方の国民負担を軽減する。

【具体策】

-15-



○ガソリン私 軽油引取税、自動車重量

税、自動車取得税の暫定税率は廃上し

て、25兆円の減税を実施する。
○将勅 には、ガソリン税、軽油31取税

は「地球温暖化対策税 (仮称)」 とし

て一本化、自動車重m自 動車税と

一本化、自動車取得税は消費税との二

重課税回避の観点から廃止する。

【所ヨ巨】

25兆円程度

30.高 速道路を原則 無料化 して、
地域経済の活性化を図 る

【政策目制

○流通コストの引き下げを通じて、生活

コストを引き下げる。

○産地から消費地へ商品を運びやすいよ

うにして、地域経済を活性化する。

○高速道路の出入り口を増設し、今ある

社会資本を有効に使って、渋滞などの

経済的損失を軽減する。

【具体策】

O割引率の順次拡大などの社会実験を実
施 し、その影署を確認しながら、高速

道路を無料イヒしていく。

【所要額】

1 3JL円程度

31.戸別所得補償制度で
農山漁村を再生する

:政策目的】

○農山漁村を6次産業化 (生産 。加工 ‐

流通までを一体的に担う)し、活性化

する。

○主要穀物等では完全自給をめざす。

04槻模経営の農家を含めて農業の撻続
を可能とし、農村環境を維持する。

○国土保全、水源かん養、水質浄化、温

暖化ガス吸収など多面的な機fIEを 有す

る農山漁村を再生する。

【具体策】

○農畜産物の販売価格と働壼費の差額を

基本とする「戸別所得補償制度」を販

売農家に実施する。

○所得補償制度では規模、品質、環境保

全、主食用米からの転作等に応した加

算を行う。

○畜産 酪農業、漁業に対しても、農業
の仕組みを基本として、所得補償制度

を導入する。

○間伐等の森林整備を実施するためl_必

要な費用を森林所有者に交付する「森

林管理 環境保全直接支払制度」を導
入する。

【所莉

14兆円程度

32.食の安全・安心を
確保する

餃策目的】
○国民が安全な食料を、安心して食べら

れる仕組みをつくる。

○食品安全行政を総点検する。

1具体策】

○食品の生産、加工、流通の過程を事後

的に容易に検証できる「食品 トレーサ

ビリティシステム」を確立する。

○原料原産地等の表示の義務付け対象を

加IE食品等に拡大する。

○主な対日食料輸出国に「国際食品調査

官(仮称 1を 配置して、輸入検疫体
制を強化する。

OBSE対 策としての全頭検査|_対する
国庫補助を復活し、また輸入牛肉の条

件違反があった場合には、輸入の全面

禁止等直ちに対応する。

○食品安全庁を設置し、厚生労働省と晨

林水産省に分かれてぃる食品リスク管

理機能を一元化する。併せて食品安全

委員会の機能を強化する。

【所要額】

3500億 円程度

33.郵政事業 を
抜本的に見直す

ほ策目的】
○現在の郵政事業には、国民生活の利便
性が低下 していること、地域社会で金

融サービスが受けられなくなる可能性

があること、事業を担う4社の将来的

な経営の見通 しが不透明であることな

ど、深刻な問題が山積 している。郵政

事業における国民の権利を保障するた

め、また、国民生活を確保 し、地域社

会を活性化することを目的に、郵政事

業の抜本的な見直しに取 り組む。

【具体策】

○「日本郵政」「ゆうちょ銀行J「かんtF

生命」の株式売却を凍結するための法

律 (郵政株式売却凍結法)を可及的速

やかに成立させる。

○郵政各社のサービスと経営の実態を精

査 し、国民不在の「郵政事業の4分社

化」を見直し、郵便局のサービスを全

国あまねく公平にかつ利用者本位の商

便な方法で「
ll用できる仕組みを再構築

する。

○その際、郵便局における郵政二事業の

一体的サービス提供を保障するととも

に、株式保有を含む郵政会社のあり方

を検討し、郵政事業の利便性と公益性

を高める改革を行う。

34.市民が公益を担う
社会を実現する

【政策目的l
O市民が公益を担う社会を実現する。
○特定非営利活動法人をはじめとする非

営利セクター (NPOセ クター)の 活

動を支援する。

:具体策】

○認定 NPO法 人制度を見直し、寄付税
制を拡充するとともに、認定手続きの

簡素イと 審査期間の短縮などを行う。
○国際協力におぃてNGOの果たす積極
的な役割を評価 し、連携を強化する。

【所要額】

100億 円程度

35.中小企業向けの減税を
実施する

I政策目的】
○中小企業やその経営者を支援すること

で、経済の基盤を強化する。

【具体策】

○中小企業向けの法人税率 を現在の

18%か ら11%に引き下げる。

○いわゆる「1人オーナー会社 (特殊支

配同族会社 )」 の役員給与に対する損

全不算入措置は廃止する。

I所要額】

25∞ 億円程度

36 中小企業憲章の制定など、
中小企業を総合的に支援する

ほ策目的】

○わが国経済の基盤である中4企業の活
性化を図るため、政府全体 で中小企業

対策に全力で取り組む。

【具体策】

○「次世代の人材育成」「公正な市場環

境整備J「中小企業金融の円滑化」な

どを内容とする「中小企業憲章Jを制

定する。

○最低賃金引き上げを円滑に実施するた

め、中小企業への支援を行う。

○「中小企業いじめ防止法」を制定し、

大企業による不当な値引きや押しつけ

販売、サービスの強要など不公正な取

引を禁止する。

○貸 し渋り 貸しはがし対策を講じると
ともに、使い勝争の良い「特別(言用保証J

を復活させる。

○政府系金融機関の中J企業に対する融
資につぃて、個人保証を撤廃する。

○自殺の大きな要因ともなっている連帯

保証人制度につぃて、廃止を含め、あ

り方を検討する。

○金融機関に対して地域への寄与度ゃ中

小企業に対する融資状況などの公開を

義務付ける「地域金融円滑化法」を制

定する。

○公正取引委員会の機能強化 体制充実
により公正な市場環屍 整備する。

○中小企業の技術開発を促進する制度の

導入など総合的な起業支援策を講じるこ

とによって、「1∞ 万社起業」を目指す。

3■ 月額 10万円の 手当つ き

職業訓1練制度により、

求職者を支援します

ほ策目的】

○雇用保険と生活保護の間に「第2の

セーフティネット」を創設する。

○期間中に手当を支給することで、職業

訓練を受けやすくする。

【具体鋤

○失業給付の切れた人、雇用保険の対象

外である非正規労働ま 自営業を廃業

した人を対象に、職業能力訓練を受け

た日数に応して「能力開発手当」を支

給する。

【所要額】

5∞0億円程度

38.雇用 保険を
全ての労働者に適用する

【政策目的】

〇セーフテイネットを強化して、国民の

安′口感を高める。

○雇用保険の財政基盤を強化するととも

に、雇用形態の多様化に対応する。

【具体策】

〇全ての労働者を雇用保険の被保険者と

する。

○雇用保険における国庫負担を、法律の

本只1である 1/4に戻す。

○失業後 1年の間は、在職中と同程度の

保険料負担で医療保険に加入できるよ

うにする。

断 ヨロ顔】

3000億 円程度

39.製造現場への派遣を
原則禁止するなど、

派遣労働者の雇用の

安定を図る

【政策目的l
O雇用にかかわる行き過ぎた規制緩和を
通正化し、労働者の生活の安定を図る。

○日本の労働力の質を高め、技術や技能

の継承を容易にすることで、将来の国

力を維持する。

I具体策】

○原則として製造現場への派遣を禁止す

る 師 たな専門職制度を設ける)。

○専門業務以外の派遣労働者は常用雇用

として、派遣労働者の雇用の安定を図る。

02ヵ 月以下の雇用契約につぃては、労
働者派遣を禁止する。「日雇い派遣」「ス

ボット派遣」も原則禁止とする。

○派遣労働者と派遣先労働者の均等待遇

原則を確立する。

○期間制限を超えて派遣労働者を受け入

れている場合などに、派遣労働者が派

遣先に直接雇用を通告できる「直接雇

用みなし制度Jを創設する。

40 最低賃金を
弓障上げる

【政策目的】

○ましめに働いている人が生計を立てら

れるようにし、ワーキングプアからの

脱却を支援する。

【具‖哺置】

○貧困の実態調査を行ぃ、対策を講じる。

○最低賃金の原則を「労働者とその家族

を支える生計貴」とする。

○全ての労働者に適用される「全回最低

賃金」を設定 (800円 を想定 )する。

○景気状況に配慮しつつ、最低賃金の全

国平均 looO円 を目指す。

○中小企業における円滑な実施を図るた

めの財政上・金融上の措置を実施する。

【所要額】

2200億 円程度

41.ワ ークライフパランスと

均等待遇を実現する

I政策日Bbl

O全ての労働者が 1人ひとりの意識や
ニーズに応じて、やりがいのある仕事

と充実した生活を調和させることので

きる「ワークライフバランス」の実現

をロイ旨す。

【具体策】

○性別、正規 非正規にかかわらず、同
じ職場で同じ仕事をしている人は同じ

賃金を得られる均等待遇を実現する。

○過労死や過労自殺などを防ぎ、労働災

害をなくす取り組みを強化する。

42.地球温暖化対策 を
強力に推進する

【政策目的I

O国際社会と協調して地醐温暖化に歯止

めをかけ、次世代に良好な環境をBIき

継ぐ。

OC02等 排出景について、2020年 ま
でに25%減 (1990年 比 )、 2C150年
までに60%超減 (同前)を目標とする。
【具体策:

○「ポスト京都」の温暖化ガス抑制の国

際的枠組みに米国 中国 インドなど
主要排出国の参加を促 し、主導的な

環境外父を展開する。

○キャップ&ト レード方式による実効あ

る国内排出量取引市場を創設する。

○地以温暖化対策税の導入を検討する。

その際、地方財政に配慮しつつ、特定

の産業に過度の負担とならないように

留意した制度設計を行う。

○家電製品等の供給 販売に際して、C
02排 出に関する情報を通知するなど
「C02の見える化」を推進する。

43.全 量買い取 り方式の
固定価格買取 制度を導入する

歓 策目191

0国民生活に根ざした温暖化対策を推進
することにより、国民の温暖イヒに対す

る意識を高める。

○エネルギー分野での新たな技術開発・

産業育成をすすめ、安定した雇用を創

出する。

I具鯛

○全量買ぃ取り方式の再生可能エネル

ギーに対する固定価格買取制度を早期

に導入するとともに、効率的な電力綱

(スマートグリッド)の輸 開発 普及を

促進する。

○住宅用などの太陽光パネル、環境対応

車、省エネ家電などの購入を助成する。

44.環境に優しく、質の高い
住宅の普及を促進する

【政策目的】
○住宅政策を転換して、多様イヒする国民
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の価値観にあった住宅の普及を促進す

る。

(具体策 l

Oリ フォームを最重点に位置づけ、バリ

アフリー改像 耐震補強改修、太陽光

バネルや断熱材設置などの省エネル

ギー改修工事を支援する。

○建築基準法などの関係法令の抜本的見

直し、住宅建設に係る資格 許認可の
整理 簡素ィヒ等、必要な予算を地方自
治体に一括交付する。

○正しく鑑定できる人 (ホームインスペ

クター)の育成、施工現場記録の取引

時の添付を推進する。

○多様な賃貸住宅を整備するため、家貫

補助や所得控除などの支援制度を創設

する。

○定期借家制度の普及を推進する。ノン

リコース (不遡及)型ローンの普及を

促進する。土地の価値のみでなされて

いるリバースモーゲージ (住 宅担保貸

付)を利用しやすくする。

○木材住宅産業を「地域資源活用型産業」

の柱とし、推進する。伝統工法を継承

する技術者、健全な地場の建設 建築
産業を育成する。

45.環境分野などの技術革新で
世界をリードする

【政策目的】

01次エネルギーの総供給量に占める再生
可能エネルギーの割合を、2020年 まで
に lo%程 度の水準まで引き上げる。

○環境技術のIIJl究開発 実用化を進める
ことで、わが国の国際競争力を維持

向上させる。

I具体策】

〇世界をリー ドする燃料電池、超伝導、

バイオマスなどの環境技術の研究開

発 実用化を進める。
○新エネルギー 省エネルギー技術を活
用し、イノベーション等による新産業

を育成する。

O国立大学法人など公的研究開発法人制
度の改善、研究者奨励金制度の創設な

どにより、大学ゃ研究機関の教育力

研究力を世界 トップレベルまで引き上

1デる。

46.エネルギーの
安定供給体制を確立する

【政策目的】

○国民生活の安定、経済の安定成長のた

め、エネルギー安定供給体制を確立する。

【具体策】

Oエ ネルギーの安定確保、新エネルギー
の開発 普及、省エネルギー推進等に
一元的に取り組む。

○ レアメタル (希少金属 )な どの安定確

保に向けた体制を確立 し、再利用シス

テムの構築や資源国との外交を進める。

○安全を第一として、国民の理解 とf言頼

を得ながら、原子力利用につぃて着実

に151り 組む。

47.消費者の権利を守り、
安全を確保する

【政策目的】

0日常生活にあるリスクから国民を守る。

○消費者の立場に立った行政を確立する。

1具体策】

○消費者に危害を及ぼすおそれのある製

品 物品等に関する情報の公開を企業
に義務づける「危険情報公表法」を制

定する。

○消費者行政を強化するため、地方消費
生漕相談員及び国民生活センターの相

談員の待遇を抜本的に改善する。

○消費生活相談の過半を占める財産被害

の救済と消費者団体訴訟制度を実効あ

るものとするため、悪徳業者が違法に集

めた財産をはく奪する制度を創設する。

【所要額】

4CXll億円程度

48.災書や犯罪から
国民を守る

【政策目的】
○災害や犯罪から国民を守る。

I具体策】

○大規模災害時等の被災者の迅速救済

被害拡大防止 都市機能維持のために、

危機管理庁 (仮称)を設置するなど危

機管理体制を強化する。

○日常生活に密着した「地域 刑事 生
活安全」にかかる警察機能を拡充する。

【所要碩】

500億 円程度

49.取り調べの可視化で

冤罪を防止する

【政策目的】

○自白の任意性をめぐる裁判の長期化を

防止する。

○自白強要による冤罪を防止する。

【具体策】

○ビデオ録画等により取り調べ過程を可

視化する。

【所要額】

90億円程度

50.人権侵害救済機関を創 設 し、
人権条約選 択議定書 を

批准する

I政策目的】
○人権が尊重される社会をめざし、人権

動 迅速かつ実効性格 救済d図る。

1具体策】

○内閣府の外局として人権侵害救済機関

を創設する。

○個人が国際機関に対して直接に人権侵

害の救済を求める個人通報制度を定め

てt略関係条約の選択議定乱 批准する。

51.緊密で対等 な
日米関係を築 く

○日本外交の基盤として緊密で対等な日

米同盟関係をつくるため、主体的な外

交戦略を構築した上で、米国と役割を

分担しながら日本の責任を積極的に果
たす。

○米国との間で自由貿易協定 (F「A)の交

渉を促進し、貿易 ぶ塞Ю自由 ヒを進める。

その原 食の安全 安定供給、食料自給率

の向上、国内農業 農村の振興などを損な

うことは行わない。

○日米地位協定の改定を提起し、米軍再

編や在日米軍基地のあり方につぃても

見直しの方向で臨む。

52.東アジア共同体の構築 を
めざし、アジア外交を

強化する

○中国、韓国をはじめ、アジァ諸国との
信頼関係の構築に全力を挙げる。

○通商、金融、エネルギー、環境、災害

救援、感染症対策等の分野におぃて、

アジア 太平洋地域の域内協力体制を
確立する。

○アジア 太平洋諸国をはじめとして、
世界の国々との投資 労働や知的財産
など広い分野を含む経済連続協定

(EPA)、 自由貿易協定 (FTA)の交渉

を積極的に推進する。

その際、食の安全 安定供給、食料自給率

の向上、国内農業 農村の振興などを損な

うことは行わなぃ。

53.北 朝鮮の核保有を
認めない

○北朝鮮が繰り返す核実験とミサイル発

射は、わが国および国際の平和と安定

に対する明白な脅成であり、断して容

認できない。

○核 化学 生物兵器やミサイルの開発

保有 配備を放棄させるため、米韓中
口などの国際社会と協力しながら、貨

物検査の実施を含め断固とした措置を

とる。

○拉致問題はわが国に対する擁 侵害か

つ重大な人権侵害であり、国の責任に

おいて解決に全力を尽くす。

54 世界の平和と繁栄を
実現する

○国連を重視した世界平和の構築を目指

し、国連改革を主導するなど、重要な

役割を果たす。

○ わが国の主体的判断と民主的統制の

下、国連の平和維持活動 (PKO)等
に参加 して平和の構築に向けた役割を

果たす。

○海上輸送の安全確保 と国際貢献のた

め、通正な手続きで海賊対処のための

活動を実施する。

○紛争解決制度の充実等や晨業を含む政

策の根本的見直 しにより、世界貿易機

関 (WTO)交 渉妥結に向けて1旨導力
を発揮するなど、貿易 投資の自由化
を推進する。

国民の自由開達な憲法論議を
「憲法とは公権力の行便を31限するために主権者が定める根本規範である」というのが近代立憲主義

における篤去の定義です。決して一時の内閣が、その目指すべき社会像やみずからの重視する伝統・

価値をうたつたり、国民に道憶や頭務を課すための規範ではありません。民主党は、「国民蜘   「墓

本的人権の輌   「平和主義」という現行粛去の原理は国民のIfEによりしっかりと支えられている

と考えており、これらを大切にしながら、真に立憲主義を確立し「憲法は国民とともにある」という

観点から、現行農去に足らぎる点があれは襦い、改めるべき点があれ鰤改めることを国民の皆さんに

責任を持つて提案していきます。民主党は2005年秋にまとめた「憲法提言」をもとに、今後も国民

の皆さんとの自由圏遅な憲法論議を各地で行ない、国民の多くの皆さんRjEを求め、かつ、国会内
の広範かつ円滑な合意形成ができる事項があるかどうか、慎重かつ積極的に検討していきます。

民主党政権政策
Manifesto
発1テ日 2009年 7月 27日

発行 民主党
民主党本部

〒1000014 東京都千代田区永田町 1‐ 11-1

55.核兵器魔ねの先頭に立ち、
テロの青威を除去する

O北東アジア地域の非核化をめざす。

○包括的1亥実験禁止条約 (CTBT)の 早

期発効やカットオフ条約 (兵器用核分

裂性物質生産禁止条約)の早期実現に

取り組む。

02010年 の核拡散防止条約 (NPT)
再検討会議におぃて主導的な役割を果

たす。

○テロとその温床 を除去するため、

NGOと も連続 しつつ、経済的支援、
統治機構の強化、人道復興支援活動等

の実施を検討し、「貧困の1賤」と [国
家の再建」に役割を果たす。
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